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総括研究報告書 

 

「CBRNE テロリズム等に係る健康危機管理体制の国際動向の把握及び国内体制強化に向けた研究」 
 
 

研究代表者  若井聡智 

(国立病院機構本部・DMAT 事務局・次長) 

 

研究要旨 

本研究は、世界健康安全保障行動グループ会合（GHSAG）を含む、国内外のネットワーク

を通じて国内外の最新の科学的・政策的知見を集約し、各国の政策・実事例の分析を行うと

共に、諸外国・GHSAG 等で先進的に検討されている各種ガイドライン・対応マニュアル等を踏

まえ、本邦でも活用可能な資料として整理を行う。その結果を厚生労働省に提示し、本邦での

CBRNE テロに対する健康危機管理体制強化に向けた提案することを目的とする。 

更に、平成 31 年度厚生労働行政推進調査事業費補助金（健康安全・危機管理対策総合研

究事業）2020 年オリンピック・パラリンピック東京大会等に向けた包括的な CBRNE テロ対応能

力構築のための研究（研究代表者：小井土雄一）内の「CBRNE テロ発生時の傷病者対応アウ

トリーチツール作成に関する研究（高橋礼子 研究分担者）」で作成した『CBRNE テロ対策医

療・救護支援ツール（MED-ACT）』の改訂を行い、最新の CBRNE テロ対応知見を集約すると

共に、一般医療従事者向けにその知見を継続的に発信していく。 

≪各分担研究概要≫ 

 CBRNE テロ対策医療・救護支援ツール（MED-ACT）の改訂に関する研究 

現時点での MED-ACT の課題抽出・分析として、銃創・爆傷患者診療指針（Ver.2）の公開の

確認と、参考文献等のリンク切れ・通知文の新規発出に伴うリンク修正を行った。 

 CBRNE テロリズム等に係る健康危機管理体制の国際動向の把握及び国内体制強化に

向けた研究 

 CBRNE テロに関する国内外の最新の学術研究・政策・指針・ガイドライン、関連する技術の開発

の動向等の国際的な情報を収集・分析する。特に CBRNE 分野において先進的な学術研究を行

っている国際軍事医学関連会議等に参加し、国際的な動向や新たな知見を得る場として活用を

図った。 

≪放射線テロ≫ 

 国内外の機関・団体が実施・開催する CBRNE テロ・災害に対する、医療に関する講習、シン

ポジウムに参加し、最新の情報を収集した。今年度は国際原子力機関 IAEA、国際保健機関

WHO、国内では 2 つの NPO 組織を通じて行った。特に WHO では、NR 緊急時の医療及び

医薬品の備蓄に関する報告書の執筆に参加し、国際的な知見を集めた。 

≪生物剤及びリスクコミニュケーション≫ 

 海外の生物テロ演習事例を国内関係者に紹介し、生物剤対応時の課題を明らかにした。内

閣官房、厚労省、消防、警察、自衛隊、病院関係者らと意見交換を行なった。具体的なシナリ

オベースの議論と、他国のオペレーション上の課題認識等を共有した。 



≪化学テロ≫ 

化学テロ危機管理に関連する他国・機関のセミナーを調査し、American College of Medical 

Toxicology（ACMT）が開催する“テロにつながる化学物質及び放射性物質：Chemical and 

Radiological Agents of Opportunity for Terrorism（CRAOT）”、世界保険機関（WHO）が

開催する“化学物質が原因と思われる健康障害の発生を調査するための WHO ウェビナー：

WHO webinar on investigating outbreaks of ill health that may be of chemical origin”を

受講した。ともに事案発生が明らかではない場合の覚知方法に関する内容が含まれていた。

従来、化学テロ訓練は事案発生の覚知できたとして想定されていることが多く、事案発

生がはっきりとしない場合の覚知方法に関する検討が必要であると考えられた。 

≪自衛隊・軍事関連分野における国際知見（NBC 関連）≫ 

 米軍軍事医学会に参加し、CBRN 脅威に関する国際的な動向を調査した。COVID-19 のよう

な未知なる病原体への迅速な医療対処策(MCM)が重要視されていた。mRNA ワクチンをはじ

め、DNA ワクチンやウイルスベクターワクチンの開発に注目していた。米軍では、今回の

COVID-19 パンデミックに対して、多くの医療機関が様々な医療対処を行っており、奥行き

の深さが感じられた。最近の特徴ある傾向として、認知戦と複合させた CBRN テロ等の脅威

が深刻化しており、これへの有効な対応策も急がれる。 

≪医療と法執行機関との連携≫ 

 事件現場近くに安全域を確保し、当該域で医療者が直近の救命医療機関に引き継ぐまで

に必要な救命処置、いわゆる「事態対処医療」が実現できるように、課題の整理や実現に向け

た対応策について関係省庁担当者等に聞き取り調査及び協議を行った。その結果、関係機

関連携モデル作成及び関係機関での認識共有の必要性が明確化したことから、「事態対処

事案関係機関連携モデル（仮称）」（案）を作成した。今後、警察、海上保安庁、消防、医療機

関で協議し、連携モデル案の確定及び実効性を検証することが必要である。 

≪国民保護訓練のあり方≫ 

 令和 5 年 3 月 17 日に沖縄県尖閣諸島での武力攻撃事態を想定し実施された沖縄県国民

保護図上訓練に参加した。避難行動要支援者の搬送時期・搬送手段・搬送先の選定などに

ついて、沖縄県防災危機管理課ほか関係機関の担当者と協議を進めて、国民保護訓練（武

力攻撃予測事態）の訓練方法について検討した。令和 5 年度には鹿児島県で実施される武

力攻撃予測事態での住民避難実働訓練で、避難行動要支援者避難について協議することに

なっている。 

≪医療機関へのサイバー攻撃≫ 

 過去の医療機関へのサイバー攻撃事案情報を入手した。これらの医療機関にアンケート調

査を実施し、今後のサイバー攻撃事案対応策を検討する。 

≪CBRNE テロに係る薬事≫ 

 CBRNE テロリズムに関連する化学物質について検討すべき化学物質の候補について検索エン

ジンを用いて検索した。その結果、有機リン化合物やフェンタニル誘導体が新たな化学テロの脅

威として挙げられ、これらに対応する上で、有機リン化合物の解毒剤の用法変更やフェンタニル誘

導体拮抗薬のキット化が課題として挙げられた。 



 CBRNE テロに関する国内外の科学的知見を基に、対応能力の現状と課題を明らかにす

る研究 

 内閣官房が把握する国内の CBRNE 関係の専門家リストを基に、専門家ネットワーク構築し、

NBC ネットワーク専門家会合を１回実施した。内容は、①コンピュータ技術とサイバーセキュリ

ティにおける日本の課題、人材育成法および将来展望②生物テロを想定した海外の演習事

例について、専門家の講義の上、ディスカッションを行った。 
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Ａ．研究目的  

 東日本大震災以降、危機における国の役

割の強化が課題となっている。わが国は、絶え

間のない国際的なテロ活動などの国際状況を

背景に、CBRNE テロリズム（以下、CBRNE テ

ロ）の脅威もある。また、新型コロナウイルス感

染症等の影響や健康危機管理への意識の高

まりとともに、CBRNE テロに関する国際動向を

適確に把握し国内施策に反映することが重要

な課題である。更に、CBRNE テロで使用される

危険物質についての情報収集/共有・分析・対

応検討や、災害・危機管理情報等を迅速にリ

アルタイムに知ることができるリアルタイム危機

管理情報ソリューションの利活用、サイバーテ

ロなど従来とは異なる形態のテロリズムへの対

応策についても、検討が必要である。 

そこで、本研究においては、世界健康安全

保障行動グループ会合（GHSAG）を含む、国

内外のネットワークを通じて国内外の最新の科

学的・政策的知見を集約し、各国の法整備・政

策・実事例の分析を行うと共に、諸外国・

GHSAG 等で先進的に検討されている各種ガ

イドライン・対応マニュアル等を踏まえ、本邦で

も活用可能な資料として整理を行う。その結果

を厚生労働省に提示し、本邦での CBRNE テロ

に対する健康危機管理体制強化に向けた提

案することを目的とする。 

更に、平成 31 年度厚生労働行政推進調査

事業費補助金（健康安全・危機管理対策総合

研究事業）2020 年オリンピック・パラリンピック

東京大会等に向けた包括的な CBRNE テロ対

応能力構築のための研究（研究代表者：小井

土雄一）内の「CBRNE テロ発生時の傷病者対

応アウトリーチツール作成に関する研究（高橋

礼子 研究分担者）」で作成した『CBRNE テロ

対策医療・救護支援ツール（MED-ACT）』の改

訂を行い、最新の CBRNE テロ対応知見を集

約すると共に、一般医療従事者向けにその知

見を継続的に発信していく点が、本研究にお

ける特色・独創的な点である。 

 

Ｂ．研究方法 

 CBRNE テロ対策医療・救護支援ツー

ル（MED-ACT）の改訂に関する研究

（高橋礼子 研究分担者） 

CBRNE テロに関する国内外の最新の科学的・

政策的知見の情報収集・分析から抽出された

課題・改善点を踏まえ、MED-ACT の各分野

掲載資料のブラッシュアップを行うと共に、

MED-ACT 改訂版についてユーザーによるモ

ニター評価等を行い、利便性・有用性の評価と

最適化を図る。具体的な手順としては以下に

示す通りである。 

1. 主に初年度に現時点での MED-ACT の

課題抽出・分析を行う 

2. 各分担研究者からの知見提供及び専門

家ネットワーク内での事例検討等を踏まえ、

抽出課題の更なる分析を行うと同時に、

MED-ACT 改訂に向けた具体的な検討

（資料収集・機能追加等）を行う 

3 年目に、各分野掲載資料を更にブ

ラッシュアップすると共に、モニター評

価を踏まえてコンテンツの更なる改訂

を検討する。 

 

 CBRNE テロリズム等に係る健康危機

管理体制の国際動向の把握及び国

内体制強化に向けた研究 



GHSAG を 通 じ て 、 参 加 国 に お け る

CBRNE テロに関する科学的・政策的知見

の状況を把握する。 

CBRNE テロに関する国内外の最新の学

術研究・法整備・政策・指針・ガイドライン、

関連する技術の開発の動向等の国際的

な情報を収集・分析する。特に CBRNE 分

野において先進的な学術研究を行ってい

る国際軍事医学関連会議等には極力現

地での参加をし、WEB 参加だけでは得に

くい、より詳細かつ機微に近い動向・知見

を得る場として活用を図る。 

各分野の研究分担者及び具体的な研究

方法は以下の通り。 

 

 放射線：明石真言 研究分担者 

国内外の RN 事故もしくはテロに関する教育・

研修の内容、構成等について事例の分析を行

う。また 分析を基に、我が国における対応能

力の現状の課題と改善点を提案する。 得られ

た現状の課題の改善のため、我が国の健康危

機管理対応に資する人材の強化 に必要な事

項（強化が必要な分野、人材に求められる能

力、育成プログラム、育成後 の受け皿等）を検

討する。 

 生物剤及びリスクコミニュケーション：

齋藤智也 研究分担者 

世界健康安全保障行動グループ(GHSAG)バ

イオワーキンググループ(BioWG)及びその関連

会議に参加し、会議での意見交換、ヒアリング

及び文献収集を通じて得られた情報を、NBC

ネットワーク専門家会合を通じて共有した。  

 化学剤：大西光雄 研究分担者 

米国で 2022 年 7 月 7 日及び 8 日に開催され

た米国医学毒物学会（American College of 

Medical Toxicology：ACMT）が開催した“テロ

に つ な が る 化 学 物 質 及 び 放 射 性 物 質 ：

Chemical and Radiological Agents of 

Opportunity for Terrorism（CRAOT）”を受講し、

その内容を検討した。また、世界保険機関

（WHO）が 6 月 16 日に開催した“化学物質が

原因と思われる健康障害の発生を調査するた

め の WHO ウ ェ ビナ ー：WHO webinar on 

investigating outbreaks of ill health that may be 

of chemical origin”を受講し、化学物質イベント

の発生を覚知するために提唱している方策を

検討した。 

 自衛隊・軍事関連分野における国際

知見（NBC 関連）：木下学 研究分担

者 

参加人数は 4,000 人程度と、コロナ禍で 2 年間

中断したが、最近数年間で最多となった。企業

ブースの展示も増えていた。露軍のウクライナ

侵攻や台湾有事の脅威が増し、米国での国

防・危機意識の高まりが背景にあるのか、学会

は活況を呈していた。 

 医療と法執行機関との連携：若井聡

智 研究代表者 

関係省庁担当者から事態対処医療を実現化

するための課題及び実現に向けた対応策につ

いて協議した。 

 国民保護訓練のあり方に関する研

究：若井聡智 研究代表者 

令和 5 年 3 月 17 日に沖縄県尖閣諸島での武

力攻撃事態を想定し、実施された沖縄県国民

保護図上訓練に参加した。訓練を通して、要

配慮者の搬送時期・搬送手段・搬送先の選定

などについて、沖縄県防災危機管理課ほか 

関係機関の担当者と協議を進めて、武力攻撃

予測事態・武力攻撃事態での国民保護対応に

ついて検討した。 

訓練参加機関・団体 

沖縄県、市町村(宮古島市、多良間村、石垣市、

竹富町、与那国町)、内閣官房、消防庁、国土

交通省 沖縄総合事務局、沖縄県警察、指定

(地方)公共機関、第十一管区海上保安本部、 



自衛隊、沖縄防衛局統幕 

訓練想定 

・ 国は、我が国周辺の情勢悪化に伴い、万

一の事態に備え、事前に関係する各地方

公共団体(沖縄県含む)及び指定公共機

関等の関係機関と接触を開始。(国は、先

島諸島の市町村を県外避難の要避難地

域として、九州を避難先地域に、それぞれ

指定する可能性があると判断。) 

・ 県は、沖縄県危機管理対策本部を設置し、

先島諸島市町村及び関係機関と避難に

関する各種調整を開始。 

・ A 国から日本への武力攻撃の可能性の示

唆等もあり、政府は最悪の事態に備え武

力攻撃予測事態を認定。 

図上訓練 

与那国町、竹富町、石垣市、多良間村、宮古

島市、公共交通機関等から住民輸送計画が報

告され、議論された。 

 CBRNE テロリズムに関連する化学物

質の管理に関する研究：江川 孝 

研究分担者 

CBRNE テロリズムに関連する化学物質につい

て検討すべき化学物質の候補の検索には、

PubMed、Google Scholar、CiNii 及び J-STAGE

を用いた。PubMed は、NLM(米国国立医学図

書 館 :National Library of Medicine) 内 の 、

NCBI(国立生物 科学情報センター:National 

Center for Biotechnology Information)が作成し

ているデータベースである。Google Scholar は、

Google が提供する論文検索サイトであり、分野

や言語を問わず、論文を幅広く検索することが

できる。CiNii（サイニー）は、国立情報学研究

所が運営する論文データベースである。日本

語の論文や大学図書館の本、雑誌、博士論文

の情報を検索することができる。J-STAGE は、

国立研究開発法人科学技術振興機構 (JST) 

が運営する論文検索サイトで、日本国内で発

行された 3,000 誌以上の幅広い分野の刊行物

が公開されている。一次検索として PubMed を

用 い て 「 terrorism 」 、 「 Chemical agents 」 、

「Organophosphate」、「Fentanyl」のキーワード

で、2012 年から 2022 年の 10 年分の検索を行

い、検索サイト（Google Scholar、CiNii 及び

J-STAGE）にて追加情報を収集した。 

 

（倫理面への配慮） 

 本研究においては特定の個人、実験動物な

どを対象とした研究は行わないため倫理的問

題を生じることは少ないと考えられる。しかし、

研究の過程おいて各機関、それに所属する職

員等の関与が生じる可能性があるため、人権

擁護上十分配慮すると共に、必要であれば対

象者に対する説明と理解を得るよう努める。   

 

Ｃ．研究結果 

 CBRNE テロ対策医療・救護支援ツール

（MED-ACT）の改訂に関する研究 

（高橋礼子 研究分担者） 

≪現時点での MED-ACT の課題抽出・分

析≫ 

 銃創・爆傷患者診療指針（Ver.2）の公開

http://2020ac.com/documents/ac/04/2/

1/2020AC_JAST_gun02_2021.11.pdf 

→作成元の研究班及び日本外傷学会へ掲載

の了承を得た上で、現在 MED-ACT に掲載し

ている Ver.1 からの改訂が必要である。但し同

ページについては、新規ページの作成含め、

大幅な改修が必要になるため、来年度実施す

ることとした。 

 参考文献等のリンク切れ（資料1）：11か所 

 ＮＢＣテロその他大量殺傷型テロ対処現

地関係機関連携モデルの改訂版の発出

（資料 1） 

→共にリンク先の URL 変更等の軽微な改修で

対応可能であったため、新規リンク先を確認の



上で本年度中に修正を行った。 

 

 CBRNE テロリズム等に係る健康危機管

理体制の国際動向の把握及び国内体制

強化に向けた研究 

 放射線：明石真言 研究分担者 

【国際研修に関する情報の収集】 

国際研修に講師として参加し、放射

線被ばくに関する情報を収集した。 

国際機関による研研修、会合など 

IAEA Nuclear Emergency 

Management School ファシリテーター

ミーティング 

開催年月日：2022 年 12 月 1-3 日 

IAEA School of Nuclear and 

Radiological Leadership for Safety in 

Japan 講義 

開催年月日：2023 年 2 月 21-27 日 

開催場所：東海大学、日本 

WHO updates critical medicines list 

for radiological and nuclear 

emergencies を刊行し、放射線事故時

に必要な医薬品等の備蓄に関する考

え 方 を 示 し た 。

https://www.who.int/publications/i/i

tem/9789240067875 

 

(2) その他の機関による国際研修 

NCT CBRNe Asia Pacific 

開催年月日：2022 年 10 月 25 日～27

日 

開催場所：ソウル、韓国 

オランダに本部を置く NGO NCT が韓

国 ソ ウ ル 市 で 開 催 し た

Non-Conventional Threat (NCT) 

APAC 2022 conferenceにおいて、一

般公衆における COVIC-19 と放射性

物質に対する考え方の共通点を議論

し、感染症と核テロ・災害の心理的対

応の重要性を議論した。 

 

【国内の教育・研修に関する情報の

収集】 

国内で行われた教育・研修に参加し、

情報を分析した。 

特定非営利活動法人 NPO 等 

【NPO 法人 NBCR 対策推進機構】 

2022 年 6 月 25 日（土）認定 NPO 法

人災害医療 ACT 研究所主催 2022

年度宮城県災害医療従事者研修会

での講義「原子力災害への対応の実

際」 

2022 年 12 月 18 日 NPO 法人 NBCR

対策推進機構主催「第 2 回医療従事

者・消防職員等のための CBRNE 災

害医療対策講習会」で最近の放射線

災害と医療対策について講演した。 

第 7 回放射線災害・医科学研究拠点

国際シンポジウム 

開催年月日：2023 年 2 月 20 日 

開催場所：広島、日本 

Radiation emergency medicine -a 

perspective on the past, present, and 

future と題する講演を行い、テロや

戦争犯罪における放射線に利用に関

して概説した。 

 

 生物剤及びリスクコミニュケーシ

ョン：齋藤智也 研究分担者 

令和４年度に行われた世界健康安全

保障行動グループ（GHSAG） バイオ

ワーキンググループにおける生物テ

ロに関する議論と海外で行われた生

物テロ対応演習の内容を共有し、今

後の生物テロ対応手順の検討状況、

特に、G7 に向けた対応手順検討の



材料とした。また、自衛隊、消防、警

察への情報提供とアウトリーチを行い、

情報提供を行ったほか、消防におけ

る訓練の視察も実施した。 

 生物テロシナリオに関しては、海外

における演習事例として、手製爆弾と

ともに毒素を散布されたと想定される

事案を令和４年度第 1 回 NBC ネット

ワーク専門家会合で報告し、内閣官

房、厚労省、消防、警察、自衛隊、病

院関係者らと意見交換を行なった。

特に、当該シナリオにおける 

・被災者の管理 

・感染者の管理 

・感染管理 

について、討議した。 

 

 化学剤：大西光雄 研究分担者 

1. ACMT の CRAOT セミナーに関して 

開催機 関は 2 日間であっ た 。ACMT と

REAC/TS が開催主体であるが、有毒物質・疾

病登録庁（Agency for Toxic Substances and 

Disease Registry：ATSDR）内の地域保険・危険

評 価 室 （ Office of Community Health and 

Hazard Assessment：OCHHA）が支援している

とのことであった。対象者は、救急救命士や救

急隊員、公衆衛生の専門家、法執行機関、救

急医療従事者であった。本コースは 2005 年か

ら 100 回以上開催され、1 万人以上が受講した

とされる。 

1 日目は放射性物質を起因とする事案に関

するセミナーであり、開催主体は放射線緊急

時 支 援 セ ン タ ー （ Radiation Emergency 

Assistance Center/ Training Site：REAC/TS）、

８モジュール 8 時間 40 分（休憩含む）にわたる

内容であった。本研究は化学イベントを中心と

するため 1 日目の内容に関しては割愛する。 

2 日目は化学物質を起因とする事案に関する

セミナーであった。現地時間 9 時から 17 時 20

分までの 8 時間 20 分（休憩含む）のセミナーで

あり 10 モジュールで構成されていた。以下、各

モジュールを示す。 

・ 毒物の災害：従来の化学兵器を超え

て（Toxic Disasters: Beyond Conventional 

Chemical Weapons） 

要点 

 中毒学の重要な原則を熟知する 

 用量反応性 

 曝露経路 

 トキシドローム 

 除染と個人防護具（PPE） 

 “目的達成型”化学兵器、“デュアル

パーパスの化学物質”、毒性のある

産業化学物質（Toxic Industrial 

Chemicals：TICs）に関して 

 テロリストが使用する可能性の

ある化学物質の同定 

 個人及び集団が曝露された事

案の歴史 

 さまざまな TICs で生じる健康

への影響 

 初期対応法 

 利用可能な情報源とツール 

 EPA、TRI、CAMEO 等 

 CHEMM と CHEMM-IST 

 

・ 化 学 物 質 の 爆 発 （ Chemical 

Explosions） 

要点 

 第１次から第 4 次爆傷に関して 

 第一次爆傷とクラッシュ症候群 

 熱傷の深度を理解する 

 熱傷の初期対応 

 

・ 脅威としての有毒ガス（Toxic Gases 

as Threats） 



要点 

 過去の産業におけるガス曝露事案 

 注目すべき主要な工業用ガス 

 ガスがもたらす臨床像の理解と、ガス

の物理的性質や毒性との関連付け 

 曝露や健康被害を低減するための方

法 

（1984 年インドのボパール化学工場事故

でのイソシアン酸メチル漏出事故や 2002

年米国ノースダコタ州マイノットでの列車

脱線によるアンモニア流出事故、2005 年

米国サウスカロライナ州グランテビルでの

列車衝突による塩素ガス流出事故、

1981 年、82 年、86 年に発生した米国ロ

サンゼルスの化学工場でのホスゲン事故、

1987 年テキサスでのフッ化水素事故の

事例が示された。また、化学テロリスク評

価 ： Chemical Terrorism Risk 

Assessment：CTRA による上気道と下気

道それぞれに作用する化学物質が示さ

れた。） 

 

・ 青酸や燻蒸剤とその危険性

（Knockdown Agents: “Gasp Poisons”） 

要点 

 窒息剤について 

 青酸と燻蒸剤の発生源と一般的な使

用法について 

 ３つの最も一般的な燻蒸剤（Vikane：

フッ化スルフリル、Methyl Bromide：

ブロモメタン、Phosphine：ホスフィ

ン） 

 剤曝露後の臨床的な影響に関して 

 青酸中毒の治療法に関して 

（青酸ガス、硫化水素、燻蒸剤に関して

その性質などが示された。） 

 

・ 有害物質拡散手段としての食品、水、

医薬品（Food, Water & Medication as Vehicles 

for Toxic Threats） 

要点 

 水、食品、医薬品のシステムを理解

するための浄水場の仕組みについ

て 

 水、食品、医薬品の汚染に関する過

去の事例をもとに、システムの脆弱

性や潜在的な懸念物質を考察する 

 過去の事故やテロ事件が原因となっ

たシステム全体の変化や法律につ

いて 

 水、食料、医薬品を守るための方法

を詳しく知るためのリソースに関して 

（2002 年ワシントン州シアトルのメープル

リーフ貯水槽のフェンスが破られていた

ため、毒物混入の可能性に関するアセス

メント、水の使用停止などの対応がとられ

た事案の紹介や、2003 年ミシガン州デト

ロイトでの牛ミンチ肉に殺虫剤が混入し

ていた事件、2003 年米国メイン州ニュー

スウェーデンでのコーヒーにヒ素を混入さ

せた事件、1982 年米国シカゴでのタイレ

ノールブランドの１００６滅 m アセトアミノフ

ェンカプセルにシアン化カリウムカプセル

を混入させていた事件、1996 年ハイチで

の次エチレングリコールが混入した解熱

薬事例、2008 年に中国から輸入したヘ

パリンに過硫酸コンドロイチン硫酸が混

入していた事件などが紹介された。） 

 

・ 神経毒性を有する物質（Neurotoxic 

Agents） 

要点 

 神経系に作用する中毒症候群 

 鎮静 

 痙攣 

 幻覚症状 



 鎮静をもたらす毒物に特異な臨床像 

 中毒症候群に該当する化学物質の

例 

 初期治療戦略 

（2002 年モスクワの劇場占拠事件を例に

挙げ、鎮静剤として GABA 作動性物質、

カルフェンタニルを含むオピオイド、炭化

水素が示された。また、2002 年にニュー

ヨークで確認された中国から違法輸入さ

れたテトラメチレンジスルホテトラミン含有

殺鼠剤による中毒を例に挙げ、痙攣をき

たす化学物質として有機リン、カーバメ

ート、ニコチン、ヒドラジン、樟脳、有機塩

素、ストリキニーネなどが述べられた。幻

覚をきたす化学物質としては、LSD、トリ

プタミン、 Ololiuqui（朝顔の種？）、アト

ロピン、スコポラミン、ヒヨスチアミン、BZ

剤（3-キヌクリジニルベンジレート）が紹

介された。） 

 

・ 遅発性中毒症候群（Delayed Toxic 

Syndromes） 

要点 

 化学物質暴露から症状出現まで時間

を要するものがあることを認識する 

 遅発性中毒症候群をきたす化学物質 

 遅発性中毒症候群をきたす化学物質

におけるトキシドローム 

（タリウムやメチル水銀、ダイオキシンを

利用した事件が述べられた。） 

 

・ 多数曝露傷病者発生時の心理的影

響 （ The Psychological Impact of Mass 

Exposures） 

要点 

 化学物質曝露多数傷病者事案による

心理的影響 

 被害者のメンタルヘルスニーズへの

適切な対応 

 有毒化学物質曝露を認識した後の多

数の予想される行動 

 心的外傷を伴う出来事に対する急性

の心理的/感情的反応の兆候と症

状 

 有毒化学物質曝露後に恐怖や強い

感情を抱く被害者を支援するため

の戦略 

（化学物質事案が実際に発生しているか

精神症状を呈しているだけなのかのアセ

スメントに関して述べられた。） 

 

・ 事案発生後の集団モニタリングのメリ

ットとデメリット（After Event Population 

Monitoring Pros & Cons） 

要点 

 医学的モニタリングとは 

 医学的モニタリングはなされるべきか 

 その場合、いつ、どのように行うか 

 多数傷病者事案における医学モニタ

リング 

（多数傷病者事案となりうる各化学物質

に関して、それぞれ症状のモニタリング

および検査によるモニタリングの可能性

が詳述された。また、実例として 1995 年

東京地下鉄サリン事件、1976 年イタリア

のセベソ地方におけるダイオキシン放出

事故、1996 年英国のシーエンプレス号

油流出事故が挙げられた。） 

 

・ シナリオに基づいたディスカッション

（Scenario-Based Discussion） 

要点 

 想定：米国アトランタの鉄道で多数傷

病者事案が発生した。 

 化学物質曝露によるトキシドロームを

認識すること 



 化学物質曝露に対する効果的なマネ

ージメント法を論じること 

 化学物質による公衆衛生上の緊急事

態の覚知と管理を支援するリソース

に関して 

 化学物質事案への対応におけるプレ

ホスピタルや病院の医療従事者、

公衆衛生や薬学といった異なった

分野の役割を認識する 

(東京地下鉄サリン事件に改めて触れら

れていた。また、神経剤に対する備蓄に

関しても示された。) 

 

2. 化学物質が原因と思われる健康障害の

発生を調査するための WHO ウェビナー

に関して 

本ウェビナーの対象者は WHO 化学物

質リスク評価関係者、公衆衛生専門家、

化学物質事案の可能性の調査及び対応

に関心を持つ人とされていた。内容は

2021 年に発刊された WHO の出版物で

ある“化学物質が原因と疑われる傷病の

アウトブレイクを調査するためのマニュア

ル：Manual for investigating suspected 

outbreaks of illness of possible chemical 

etiology”の紹介であった。傷病のアウト

ブレイクを覚知した際、その調査のため

の同マニュアルの活用法が示された。講

師は英国健康安全保障局（UK Health 

Security Agency）のデビッドラッセル教授

であった。デビッドラッセル教授は世界

健康安全保障行動グループ（Global 

health Security Action Group：GHSAG）

の化学イベントワーキンググループ

（Chemical Event Working Group：

CEWG）の一員である。 

同マニュアルは大きく２章に分けられ、第

１章ではクラスターやアウトブレイクを調

査するための実践的ガイドであり、5 つの

段階が示されていた。 

第１段階 検出と警告、報告 

第 2 段階 情報収集と評価 

第３段階 病因の予備的検討 

ここでは更なる情報の入手のため

のエリアや影響を受けた人々の同

定、疫学的、環境的、中毒学的な

情報に基づいた化学事案の可能

性を検討することが含まれていた。 

また、人々やメディアなどに対する

リスクコミュニケーション戦略を立て

ることが述べられていた。 

第４段階 現地調査 

ここでは疫学、環境、中毒学のそ

れぞれに基づいた集学的なチーム

で調査を行う必要性が述べられて

いた。 

第５段階 調査の完了 

第２章では調査の原理と概念に関する

各論が示された。 

 リスクの評価、優先順位、管理、リスク

コミュニケーション 

 疫学調査 

 環境調査 

 中毒学的調査 

 臨床検査 

 倫理的問題 

 

 自衛隊・軍事関連分野における国際

知見（NBC 関連）：木下学 研究分担

者 

COVID-19 によるパンデミックは、B 剤脅威の

最も深刻な典型例であった。COVID-19 ウイル

スは、突如として中華人民共和国の武漢で発

生した全く未知のウイルスであった。由来に関

しては WHO による客観的な調査が行われて

いないため、全く不明である。致死性が高く発



症前から高い感染性を有する細菌やウイルス

は、容易にパンデミックを引き起こす。遺伝子

改変技術の進歩に伴い、このような病原体の

出現は現実的な脅威となった。この種の生物

剤脅威を念頭に、未知なる病原体に迅速に対

応できるワクチン開発のプラットフォームとして、

mRNA ワクチンや DNA ワクチンの研究開発が

米国防総省主導の下で莫大な資金をかけて

行われて来た。次なる B 剤脅威への有効な対

処策（MCM; medical countermeasure）を立てる

には、過去から学ことが重要である。 

MHSRS 2022 でも、今回の COVID-19 パン

デミックに米国が如何に対応したか、数多くの

発表がなされた。学会初日には現在、Brooke

陸軍病院長の Teyhen 准将から米連邦政府の

対応が次のように紹介された。 

 2020 年 5 月に operation warp speed (OWS)

という対策が始まった。ウイルス自体を制御す

ると共に、感染からの合併症に対応する、２正

面作戦である。 

 

国防総省や退役軍人局、CDC、FDA など関係

する 10 省庁がホワイトハウスの下に協力した。

そして、ホワイトハウスをトップに、タスクフォー

スが NIH と各専門家グループの助言の下、製

造物の管理調整、研究、臨床対応、患者血清

採取、製造、普及の６つのチームを編成してオ

ールアメリカで対応した。 

 

とくに公衆衛生部門と民間医療部門の協調が

重要だった。Web 等での情報公開もしっかりと

したが、これが重要であった。各州の知識と能

力を結集した。モノクローナル抗体の製造が得

意な州、PCR が得意な州など（中央集権の日

本とは基本的に違う）、各州で特徴があるそう

だ。このような精力的な対応により、1 年目に早

くもモノクローナル抗体による治療が行われた。

臨床での治験は軍が得意であり、これを迅速

に行った。軍は感染症の国際的な情報収集も

得意であり、これが迅速なワクチン製造に繋が

った。FDA による緊急承認も重要なポイントで

あった（EVA; emergency use authorization) 。 

 

続いて、COVID-19 パンデミックへの対応に

関して米軍の各医療施設からの発表があっ

た。 

１ ． Walter Reed 医 療 セ ン タ ー  (CHARM 

study) 



Walter Reed では CHARM study とい う

prospective study を行った。海兵隊は罹患して

も経過がしっかりと追えるので prospective 

study に適している。あらかじめ健康な新兵に

PCRを施行して、そこから感染患者の発生を待

った。3,249 名が登録し、1%が PCR 陽性であっ

たが、うち 65.2%は無症状であった。最終的に

は陽性が 1,107 名、陰性が 1,375 名となった。

ウイルスの変異によって症状の軽減があった。

詳しい解析は今後、行われるという。 

この CHARM study には、COVID-19 感染後

の後遺症、すなわち訓練等での運動能力へ与

える影響も見ている。普通の訓練と戦闘訓練、

中長距離走のタイムなど、いろんな運動能力を

感染前後で調べていた。総じて感染自体は軽

症であったようだが、パフォーマンスの低下は

認められた。今後はワクチンの影響や免疫能

の変化も見ていく。後遺症 PASC に関してもみ

ている。 

 

２．Wastewater サーベイランス 

 米空軍での COVID-19 感染症に関するサー

ベイランス。詳細な解析検討はこれから。この

サーベイランスをサル痘でもやりたいとのこと。 

 

３．ハワイ Tripler 陸軍病院 Prometheus 

 INDOPACOM ではインドネシアと共同訓練



Garuda Shield を毎年やっている。熱帯湿潤地

域 で の コ ロ ナ 感 染 の 特 徴 を 調 べ て い る 。

Prometheus 2.0 プロジェクト。訓練参加者のう

ち 75 人が感染した。感染者の血中コルチゾー

ル値はハワイに帰ってから上昇したが、Spike

蛋白の IgG はハワイへ帰ってきて低下した。再

感染の危険があるのか？ワクチンの影響など、

詳しい検討は今後なされるらしい。 

 

４．米軍医大(USUHS) IDCRP  

USUHS の感染症臨床プログラム(IDCRP; 

Infection Disease Clinical Research Program)

の新興感染症に対する EPICC study 

(Epidemiology, Immunology, Clinical 

characteristics)の一環として COVID-19 を対

象とした。2020.3~2022.4 の期間で感染者の

症状とかを詳細に観察。不安や疲労、鬱のよ

うな後遺症が６か月も続く。咳は減るが関節痛

は増強し、これが 3 か月は続いた。非感染者

のデータがないのが問題か。今後はオミクロ

ン株やワクチンの効果を検討する。 

USUHS とエモリ―大免疫微生物学講座の研

究として、PASS study (prospective assessment 

of SARS-Co-2 seroconversion)が行われた。 

Waler Reed 病院の勤務者を対象とした。ｍ

RNA ワクチンを接種した健常人の prospective 

study で あ る 。 Microbead-based multiplex 

immunoassay (MMIA)を使っている。６か月で抗

体は減少していた。ワクチンはオミクロン株にも

有効だった。 

 

 

特記すべきは、米軍では COVID-19 パンデ

ミック下であっても、決して COVID-19 対策一

色にならず、幅の広い厚い研究をしていた。新

たな脅威となる可能性がある COVID-19 以外

のウイルス病原体に対するワクチンの開発研

究を、Walter Reed 医療センターと米陸軍感染

症 研 究 所 （ USAMRIID; US Army Medical 

Research Institute of Infectious Diseases）が中

心となって行っていた。以下に紹介する。 

 

1. Walter Reed 医療センター ジカワクチン 

ジカは日本脳炎、黄熱と共に蚊が媒介する

ウイルス感染症。やっと 1 年前からジカワクチン

の第 1 相治験が始まった。2015 年にジカが米

国で見つかってから 5 年経っていた。ワクチン

開発のスピードが遅いのか早いのか分からな

いが、彼らは遅いと感じているようだ。Lancet で

はよく効いたと発表している（サルでの研究

か？）。2 回接種するが半年あけて 2 回目を打

つ。日本脳炎、黄熱のワクチンとの相乗効果も

期待される。T 細胞の反応を見ていた。他にデ

ングワクチンも開発中である。全世界に展開す

る米軍にはこの種のワクチンが必須だ。 

 

2. 米陸軍感染症研究所（USAMRIID） 

 針なしで打て る DNA ワクチ ンの開発。

Pharmajet という。筋注・皮下注と皮内注の２つ

のタイプがある。ベネズエラ馬脳炎（VEEV）の

ワクチンとして、サルを使ってやっている。サル



への VEEV の感染に関してはエアロゾルで肺

から吸入させている。筋肉内へワクチンが入っ

ていくが、なぜ針がなくてよいのか？今後、臨

床検討をやる予定らしい。 

 

 

 

 

 

TREAT (Threat Reduction of Emerging 

pathogens/toxins using antibody therapeutics)

プログラムというのを行っている。南北アメリカ、

アフリカ、スウェーデン、ジョージアに拠点があ

る。 

出血熱ウイルスへのワクチン開発を念頭にした

プロジェクトであるが、ヒトモノクローナル抗体開

発のプラットフォーム作りである。エボラウイル

スの感染からの生還者８人の B 細胞を取ってき

て抗体を精製、中和活性を見ている。いろんな

抗体から強い抗体を作り出す Bi-specific mAb

戦略。非常に洗練された手法を用いている。 

 

 医療と法執行機関との連携：若井聡

智 研究代表者 

計２回の会議を実施した。 

現状・課題 

・ 現在、10 都県で個別に医療機関と都

道府県警が協定を結んでいる。 

・ 法執行機関が事案対処を行う際には、

地震や風水害などの災害発生時の

都道府県の組織、具体的には知事を

トップとした本部体制で対応するので

はなく、法執行機関の責任で対応す

る体制である。 

・ 事態対処事案における医療機関と法

執行機関、その他関係機関との連携

について、全国的に現時点で体制整

備されていない。 

 

対応策 

協議の結果、関係機関間での認識共有の

刷新と共通認識となる連携モデルの構築

の必要性が明確化したことから、NBC テロ

対策会議幹事会が示している「ＮＢＣテロ

その他大量殺傷型テロ対処現地関係機

関連携モデル」を模範とする、「事態対処

事案関係機関連携モデル（仮称）」（以下、

「関係機関連携モデル」）を作成した。 

今後の議論を進める上でベースをしていく

予定である。 



 

 国民保護訓練のあり方に関する研

究：若井聡智 研究代表者 

・ 航空会社、船舶会社の協力を得て、

輸送力を最大化すると、1 日当たり通

常の 2.36 倍の人数を運べるとの試算

がされた。 

・ 先島諸島 12 万人の避難が必要であ

り、住民を九州７県に移送するために

6 日間を要すると試算された。 

・ 但し、要配慮者の搬送時期・搬送手

段・搬送先の選定については考慮さ

れていなかった。 

・ 訓練後の振り返りにおいて、要配慮

者の避難計画を作成する必要性、ま

たその計画には、避難行動要支援者

を九州まで移送することは困難であり、

与那国島の要配慮者を石垣島にある

県立八重山病院で受け入れる計画も

策定していただきたいことを説明し

た。 

 CBRNE テロリズムに関連する化

学物質の管理に関する研究：江

川 孝 研究分担者 

PubMed を用いて「terrorism」及び「Chemical 

agents」のキーワードで、2012 年から 2022 年の

10 年分の文献を検索した結果、129 件が該当

した。検索した 129 件中、「Organophosphate」

と and 検索で 12 件の論文が、「Fentanyl」との

and 検索で 4 件の論文が該当した。また、第 4

世代神経剤であるノビチョク（Novichok）との

and 検索では、1 件の論文が該当した。 

 

Ｄ．考察  

 CBRNE テロ対策医療・救護支援ツー

ル（MED-ACT）の改訂に関する研究

（高橋礼子 研究分担者） 

今年度の確認においては、現在掲載中の

資料の改訂は銃創・爆傷患者診療指針

（Ver.2）のみであったが、他の資料におい

ても今後改訂等が行われる可能性はある

ため、各分担研究者より最新の状況を引

き続き確認すると共に、既存の掲載資料

以外にも一般公開可能なマニュアル・ガイ

ドライン・対応指針等が無いかについても

確認を行う。また近年、医療機関へのサイ

バーテロについても注目されているため、

サイバーテロ対応関連の資料等について

も併せて確認を行う必要があると思われ

る。 

 なお、MED-ACT のサイト作成を委託し

ていた業者より、本事業からの撤退希望が

あったが、同社の元責任者（MED-ACT の

初期バージョン作成者）である小森氏が、

現在国立保健科学院健康危機管理研究

部に在籍しており、同部署が管理する

H-CRISIS（健康危機管理支援ライブラリ

ー）内にてMED-ACT を公開している事か

ら、研究協力者として引き続きサイト作成

及び H-CRISIS 内への掲載調整等を行っ

て頂く事となった。これに伴い、先行研究

での課題として残っていた、検索機能の

強化・各資料フローチャートからのページ

移動等の利便性向上についても、改めて

来年度検討を行う事とした。 

 

 CBRNE テロリズム等に係る健康危機管理

体制の国際動向の把握及び国内体制強



化に向けた研究 

 放射線：明石真言 研究分担者 

以上述べた国際機関、NPO 等が実施した研修

に参加した。我が国の従来の RN 災害やテロに

対する医療対応の研修は、以前はそのほとん

どが原子力施設のある自治体に限定されてい

たが、最近は原子力施設の有無に関係になく

参加できる研修で多く、このことは重要である。 

 2022 年2 月には、ロシアによるウクライナ侵攻

が始まり、核兵器の使用や原子力発電所の攻

撃に関する報道があるが、少なくともこの侵攻

により、放射線による被ばくが起きたという情報

はない。しかしながら、放射線の線源は街のど

こにでも存在するため、爆発や火災により放射

線の線源が露出する可能性もあり、被ばくによ

る障害があらわれるには時間がかかる等情報

の共有は不可欠である。 

今回も国際原子力機関 IAEA、経済協力開発

機構／原子力機関 the Organisation for 

Economic Co-operation and Development 

(OECD) Nuclear Energy Agency (NEA) 、世界

原子力発電事業者協会 The World 

Association of Nuclear Operators (WANO) が

運営している Nuclear Events Web-based 

System (NEWS)によれば、盗難線源や健康影

響が現れない 

ない程度の被ばく事故の報告はあるが、それ

以上のものはない。

https://www-news.iaea.org/Default.aspx 

引き続き情報の収集の継続は不可欠である。 

 

 生物剤及びリスクコミニュケーション：齋

藤智也 研究分担者 

 海外の演習事例は、CBRN に向き合うため

のフォーマルな連携とその細部の作り込みが

丁寧に行われている印象を受けた。非常に本

気度が高く、過去の演習で明らかになったギャ

ップを埋め、それをテストする、という位置付け

が明確な演習だった。これらの、CBRN 対応と

いう多機関連携を要する事象について、計画

から演習、そのフィードバックに至るプロセスは

非常に示唆に富んでおり、国内関係者の動機

づけに有用であったと考えられる。病原体を専

門的に扱う機関の役割や、保有すべき機能

（検査や検体採取の専門知識がある機関に現

場に急行可能な部隊を設置し、機微情報も扱

える）といった点についても有用な知見であっ

たと考えられる。日本も要素では決して引けを

取らないが、“カオスが生じる”ような「本気」の

訓練・演習に真摯に取り組む必要がある。 

引き続き同グループでの情報共有を継続し、

生物テロ対応に関して、警察・消防との情報

共有・強固な連携を推進していく意義がある。

今後もアウトリーチを継続し、消防等との図

上演習に参加して関係を構築しつつ、生物

テロ対処に関する合同演習の企画を検討す

る必要がある。 

 

 化学剤：大西光雄 研究分担者 

ACMT の CRAOT セミナーでは、テロで使用さ

れる可能性がある化学物質に関して、網羅的

かつ発生状況別に示されており、過去の事例

を紹介しながら覚知に関する情報が数多く含

まれていた。WHO のセミナーにおいても、多

数の健康障害が発生している際には化学物質

事案であることを考慮して集学的にアセスメント

する必要性が強調されていた。その一方で本

邦の化学テロなど化学物質事案対応に関する

講習では、 

・ 覚知後の対応法 

・ 化学兵器で知られる化学物質の情報 

が示されていることが多い。 

危険性が高いと分類される TICs に関して、漏

出事故や混入事件が発生した場合にもできる

だけ早く覚知できるように、 

・ 過去の化学災害事案・化学テロ・事



件 

・ 遅発性、水道インフラや食品、模造

薬品等の事故・事件 

・ 化学物質曝露の可能性を示唆する

状況 

・ 心理学的側面 

への理解の重要性が示されていた。 

最も、本邦における CBRNE（NBC）の内容を

含む講習においては、化学物質事案にかけ

る時間が限られているため、CAROT セミナー

のように化学物質事案だけで 10 モジュール

に及ぶ講習を行なっているわけではない。時

間的制約があり、生物、放射性物質の影響な

ど他の講習を含む場合と、化学物質事案だけ

に絞った講習では本質的に異なるが、

CAROT セミナーのように災害や救急に携わ

るものだけでなく広い受講者に対する講習も、

特に化学物質事案に関する“覚知”の部分を

強化できる可能性がある。なぜなら、“覚知”

は傷病者に対応した救急隊員だけでなく、診

療所や保健所の対応者にも求められるからで

ある。遅発性の症状や少人数、軽症である場

合などは救急や災害と認識されない可能性

があるため注意を要する。 

CRAOT セミナーの最初の部分で述べられて

いたが、米国には化学物質事案のアセスメン

ト等に関して必要な資料が数多く存在する。

特にそれらを集約した形でスマートフォンや

パソコン上のアプリケーションとして使用でき

る WISER（Wireless Information System for 

Emergency Responders）は本邦でもダウンロ

ード可能であり、インターネット接続なしに利

用できるツールであったが、2023 年 2 月 28

日に提供を終了した。その機能は ERDSS

（Emergency Response Decision Support 

System）に引き継がれたようであるが、米国内

で登録したユーザーしか使えなくなった。本

邦においても日本語で利用できるWISERのよ

うなシステムが求められるのではないだろうか。

日本中毒情報センターが中毒に関する情報

を提供しているが、多数傷病者事案で対応す

る医療機関など関係機関が多数になった場

合、問い合わせが集中し情報提供が難しくな

る可能性がある。また、平時に個人や組織で

訓練・学習する際に最新の情報を得る際に役

立つと考える。 

一方、WHO のセミナーでは“化学物質が原

因と疑われる傷病のアウトブレイクを調査する

ためのマニュアル”の活用法が述べられてい

たが、有症者が増加した際の“覚知”法と、覚

知した際にその事案に化学物質が関与して

いる可能性を判断するための公衆衛生学的

評価、環境評価、臨床的評価、そして検査デ

ータなどを参考に組織横断的かつ集学的ア

プローチが必要であることが述べられていた。 

化学物質事案を“覚知”するため、傷病者

に接する医療従事者等の教育が重要である

ことは言うまでもないが、市民から発出される

情報を分析することも“覚知”につながる可

能性がある。例えばソーシャルネットワークサ

ービス（SNS）や、個人の健康情報を利用す

る医療サービスを分析することによって、トキ

シドロームを満たす情報が同時期に増加し

てきた場合に“アウトブレーク”の可能性を認

識できる可能性がある。その“アウトブレー

ク”に化学物質が影響しているか否かを情報

発信の位置情報をもとにして WHO のマニュ

アルに示される様な段階を経たアセスメント

が考慮できるであろう。実際に SNS 分析や健

康情報利用アプリ関連の企業とその実現可

能性に関する検討を開始した。次年度に報

告したい。 

 医療と法執行機関との連携：若井聡智 

研究分担者 

本邦でも昨今、「ふじみ野市散弾銃男立てこ

もり事件」「東京都大田区猟銃男立てこもり



事件」（共に令和４年）、「長野県中野市猟銃

男立てこもり事件」「福岡県糸島市医院立て

こもり事件」（共に令和５年）など、銃器を使

用した立てこもり事件が頻発している。さらは、

「安倍晋三銃撃事件」等の要人を標的とした

銃撃事件など、今後も、同様の事案が増加

する可能性が高いと考えられる。そのため、

事態対処医療の普及と、医療機関と法執行

機関、その他関係機関との連携が急務であ

ると思われる。今回作成した「事態対処事案

関係機関連携モデル（仮称）」（案）を基にし

て、本邦における法執行機関との医療連携

に実効性を持たせるためには、関係機関か

らの意見を抽出して反映させ、関係機関連

携モデル運用マニュアルを作成し、実践訓

練を行なって、実績を作ることが必要であ

る。 

 国民保護訓練のあり方に関する研

究：若井聡智 研究代表者 

昨今、本邦の安全保障環境が脅かされている

状況で、外国からの武力攻撃事態が発生する

可能性を考えて国民保護計画を策定しておく

ことは重要である。特に、医療としては武力攻

撃予測事態の段階で、当該地域の要配慮者

や医療機関の避難を想定した訓練が必要であ

ると考えられる。我が国で DMAT が経験した災

害対応と、災害医療の根幹となる考え方を基

に、要配慮者の搬送時期・搬送手段・搬送先

の選定、また要配慮者の受入医療機関や施設

の対応手順等を作成し、繰り返し国民保護訓

練を実施することで、国土強靭化に資すると思

われる。 

 

 CBRNE テロリズムに関連する化

学物質の管理に関する研究：江

川 孝 研究分担者 

PubMed を 用 い て 「 terrorism 」 及 び

「Chemical agents」のキーワードで、2012

年から 2022 年の 10 年分の文献を検索し

た 結 果 、 「 有 機 リ ン 化 合 物

（Organophosphate）」と and 検索で 12 件の

論文が該当した。有機リン化合物の神経

剤は、最も致命的で容易に使用できる化

学兵器の一つであり、テロの世界的な脅

威を考えると、有機リン化合物について基

本的な理解を深めておくことが重要である。

有機リン化合物には、サリン（GB）、ソマン

（GD）、VX などがある。1900 年代前半から

半ばにかけて、化学的に類似した殺虫剤

から開発され、その揮発性と兵器化の可

能性が第二次世界大戦中に利用された

が、戦争中に使用されることはなかった。

神経ガスの最近の使用例としては、1995

年の地下鉄サリン事件、2017 年の金正男

暗殺事件（VX のバイナリーフォームを使

用）がある。最近では、セルゲイ・スクリパ

ルやアレクセイ・ナヴァルニーの暗殺未遂

事件で、VX よりも強力な「ノビチョク」が使

用されている。G 剤、V 剤、ノビチョク剤は

いずれもアセチ ルコリン エステラーゼ

（ChE）を阻害することで致死的に作用す

る。ヒトでのアセチルコリンエステラーゼ作

用の阻害は、神経終末での神経伝達物質

であるアセチルコリンの分解を阻害するた

め、急性ムスカリン様症状（流涎、流涙、排

尿、下痢、嘔吐、気管支漏、気管支攣縮、

徐脈、縮瞳など）及び筋肉の線維束性収

縮や筋力低下など一部のニコチン様症状

を引き起こす。これらの症状は曝露から数

日～数週間後に神経障害が発生する可

能性がある。急性ムスカリン様症状に対し

ては、試験的なアトロピンの投与が行われ

る。気管支漏および気管支攣縮は、用量

調節した高用量のアトロピンを投与し、神

経筋毒性にはプラリドキシムヨウ化物の適

応となる。有機リン中毒は有機リン化合物



が生体内 ChE に結合してリン酸化し、アセ

チルコリンの分解を阻止することによりアセ

チルコリンが蓄積して中毒症状を起こす。

プラリドキシムヨウ化物は、このリン酸エス

テルを ChE より離脱させ、ChE の酵素

活性を回復させる。しかし、日本の保険診

療においてサリンの解毒剤とされる「パム

（プラリドキシムヨウ化物）静注 500mg」は、

サリンへの適応がないことや筋注ができな

いこと等の問題がある。 

 一 方 、 「 terrorism 」 及 び 「 Chemical 

agents」のキーワードと「Fentanyl」のand検

索では、4 件の論文が該当した。フェンタ

ニル誘導体は、我が国で、全身麻酔、保

険適用の範囲で全身麻酔における鎮痛、

局所麻酔における鎮痛の補助及び激しい

疼痛(術後疼痛、癌性疼痛なで)に対する

鎮痛に対してフェンタニルが使用される。

フェンタニル中毒（過量投与）の症状は、

薬理作用の増強により重篤な換気低下を

示す。換気低下又は無呼吸の場合には

酸素吸入を行い、必要 に応じて呼吸の

補助又はコントロールを行う。呼吸抑制は

麻薬拮抗剤の作用より長く続くおそれがあ

るため、必要に応じて麻薬拮抗剤(ナロキ

ソン、レバロルファン等)の投与を行う。ナロ

キソンは、オピオイド受容体において麻薬

性鎮痛剤の作用を競合的に拮抗すること

により、これらの薬剤（フェンタニル）に起

因する呼吸抑制等の作用を改善する。我

が国では、処方箋医薬品であり、処方箋

により使用される。しかし、アメリカでは薬

物の過量投与による死亡例が 1999 年以

降倍増しており、2013 年には 43,982 例の

死亡が報告されている。これらのうち、オピ

オ イ ド 鎮 痛 薬 の 処 方 に よ る 死 亡 例 は

16,235 例(37％、オキシコドン、ヒドロコドン

など)、ヘロインによるものは 8,257 例

(19％)であった。薬物使用者および家族

や友人の薬物過量摂取を把握した場合、

地域ベースの過量摂取予防プログラムと

して、専門家ではない一般人に対し、ヘロ

インやオピオイドによる致死的な呼吸抑制

を改善するオピオイド拮抗薬であるナロキ

ソンのキットを配布し、使用法の練習が提

供されている 

Ｅ．結論 

 今年度の研究では、各分野におけるテロ対

策・対応等について情報収集・整理を行った。

また、昨今の本邦の安全保障環境が脅かされ

ている状況で国民保護訓練についても医療の

介入が実現した。現時点での MED-ACT の課

題抽出・分析として、銃創・爆傷患者診療指針

（Ver.2）の公開の確認と、参考文献等のリンク

切れ・通知文の新規発出に伴うリンク修正を行

った。 
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【国内】 

（大西光雄） 

大西光雄 ICT を利用したトキシドロー

ムの活用 救急医学 47:465-471,2023 

 

（江川 孝） 

1) 宮崎県薬会誌、197、大規模災害時に薬剤

師に求められること、2022 年 4 月 1 日、宮崎

県薬剤師会、江川孝 

2) 月刊薬事、64、災害時の初動―医療機関ご

との薬剤師の役割を整理する−、2022 年 11

月 1 日、(株)じほう、江川孝 

3) けんこう福岡、58、どうする？大規模災害発

生時の帰宅困難者対策、2023 年 3 月 1 日、

福岡県産業医学協議会、江川 孝 

 

2.  学会発表   

（江川 孝） 

1) シンポジウム 7：災害時の医療体制における

各県薬剤師会の取り組み，ウクライナ避難

民に対する医療支援活動、第 81 回九州山

口薬学大会，熊本，2022 年 9 月 19 日 

2) シンポジウム 9：災害時情報ストラテジー〜

災害時、より良い薬物療法を提供するため

に〜，災害時の薬事情報管理と災害薬事の

ためのシステム構築，第 32 回日本医療薬学

会，高崎，2022 年 9 月 23 日 

3) International Symposium 1: Humanitarian 

Assistance to Ukrainian Refugees in the 

Republic of Moldova，第 32 回日本医療薬学

会，高崎，2022 年 9 月 23 日 

4) シンポジウム Dia-Mat：令和 2 年 7 月豪雨

災害におけるモバイルファーマシーを活

用した薬事対応，第 60 回日本糖尿病学会

九州地方会，福岡，2022 年 10 月 8 日 

5) 分科会 15：DMAT ロジスティックチーム隊員

から見た薬剤師の医療救護活動について，

第 55 回日本薬剤師会学術集会，仙台，

2022 年 10 月 10 日 

6) 特別講演２：どうする？大規模災害発生時

の帰宅困難者対策，福岡県産業医学大会，

久留米，2022 年 12 月 17 日 

7) 大会長講演，新時代の薬事対応，第 10 回

日本災害医療薬剤師学会学術大会，福岡，

2023 年 2 月 25 日 

8) ウクライナ避難民を対象にした仮設診療所

における医薬品の使用動向調査，第 10 回

日本災害医療薬剤師学会学術大会，福岡，

2023 年 2 月 26 日 

9) 宿泊療養施設における一般用医薬品の使

用動向調査から見るオミクロン株の特徴，第

10 回日本災害医療薬剤師学会学術大会，

福岡，2023 年 2 月 26 日 

10) 特別企画 5：ウクライナ紛争―武力紛争事案

への日本からの支援，ウクライナ戦争避難

民への人道的支援におけるロジスティックス

活動，第 28 回日本災害医学会総会・学術

集会，岩手，2023 年 3 月 10 日 

11) パネルディスカッション 19：災害時の医薬品

供給体制について〜薬事コーディネーター



の役割と必須医薬品〜，災害時の薬剤師活

動マニュアルの作成と体制整備について，

第 28 回日本災害医学会総会・学術集会，

岩手，2023 年 3 月 10 日 

12) 学会主導研究委員会企画：災害医学研究

をしたくなる！，適切な薬物療法を提供する

ためのストラテジー，第 28 回日本災害医学

会総会・学術集会，岩手，2023 年 3 月 11 日 

13) 口演 50，モルドバ国内の仮設診療所におけ

るウクライナ避難民を対象にした医薬品の使

用動向調査，第 28 回日本災害医学会総

会・学術集会（2023 年 3 月 9 日〜11 日）、

岩手 

 

（齋藤智也）  

生物テロを想定した海外の演習事例につい

て.令和４年度第１回NBCネットワーク専門

家会合.2023 年 2 月. 

 

（若井聡智） 

1) 自然災害対応の進化（支援側として）

第 76 回国立病院総合医学会.2022.10 

2) 武力攻撃事態対応訓練における災害医

療の立場からの提案  

第 28 回日本災害医学会総会・学術集会

2023.3 

3) 列車事故、列車内事件における多職種

の連携 

第 25 回日本臨床救急医学会総会・学術

集会 2022.5 

  

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

（予定を含む。） 
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2. 実用新案登録 ：なし。 
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令和４年度厚生労働科学研究費補助金（健康安全・危機管理対策総合研究事業） 

「CBRNE テロリズム等に係る健康危機管理体制の国際動向の把握及び国内体制強化に向けた研究」 
 

分担研究報告書 
 

「医療と法執行機関等との連携に関する研究」 

研究代表者 若井 聡智  

(国立病院機構 本部 DMAT 事務局 次長) 

 

研究要旨 

 本邦でも昨今、銃器を使用した立てこもり事件や要人を標的とした事態対処事案が頻発す

るようになってきている。そのような状況を鑑み、医療と法執行機関等との連携の必要性が

益々高まってきたと考えられる。そこで、事件現場近くに安全域を確保し、当該域で医療者が

直近の救命医療機関に引き継ぐまでに必要な救命処置、いわゆる「事態対処医療」を実施す

ることで、傷病者の救命につなげるような、関係機関が連携した体制構築が全国で実現できる

ように、課題の整理や実現に向けた対応策について関係省庁担当者等に聞き取り調査及び

協議を行った。その結果、関係機関連携モデル作成及び関係機関での認識共有の必要性が

明確化したことから、「事態対処事案関係機関連携モデル（仮称）」（案）を作成した。今後、警

察、海上保安庁、消防、医療機関で協議し、連携モデル案の確定及び実効性を検証すること

が必要である。 

 

Ａ．研究目的  

 銃器を使用した立てこもり事件や要人を標的

とした事態対処事案が発生した際に、事件現

場近くに安全域を確保し、当該域で医療者が

直近の救命医療機関に引き継ぐまでに必要な

救命処置（具体的には、開胸術まで想定した

止血、気道確保、循環・呼吸機能の安定化処

置）いわゆる「事態対処医療」を実施することで、

傷病者の救命につなげるような、関係機関が

連携した体制構築を全国的に実現化するため

に、課題の整理や実現に向けた対応策につい

て検討し、実践すること。 

 

Ｂ．研究方法 

 関係省庁担当者から事態対処医療を実現化

するための課題及び実現に向けた対応策につ

いて協議した。 

（倫理面への配慮） 

 なし 

 

Ｃ．研究結果 

  計２回の会議を実施した。 

現状・課題 

・ 現在、10 都県で個別に医療機関と都

道府県警が協定を結んでいる。 

・ 法執行機関が事案対処を行う際には、

地震や風水害などの災害発生時の

都道府県の組織、具体的には知事を

トップとした本部体制で対応するので

はなく、法執行機関の責任で対応す

る体制である。 

・ 事態対処事案における医療機関と法

執行機関、その他関係機関との連携

について、全国的に現時点で体制整

備されていない。 

 

対応策 

協議の結果、関係機関間での認識共有の

刷新と共通認識となる連携モデルの構築



の必要性が明確化したことから、NBC テロ

対策会議幹事会が示している「ＮＢＣテロ

その他大量殺傷型テロ対処現地関係機

関連携モデル」を模範とする、「事態対処

事案関係機関連携モデル（仮称）」（以下、

「関係機関連携モデル」）を作成した。 

今後の議論を進める上でベースをしていく

予定である。 

 

 

Ｄ．抽出された課題と対応策 

 今回の研究によって抽出された主な課題とし

ては、 

・事態対処事案における医療機関と法執行機

関、その他関係機関との連携についての全国

的な体制整備の欠如 

・（仮に体制構築を検討したとして）連携してく

れる医療チームの有無及びその補償等の整理 

が上がった。 

・ 事態対処事案における医療機関と法執行

機関、その他関係機関との連携について

の全国的な体制整備の欠如 

事態対処医療実践にあたっての一定のゴー

ルは、各都道府県警察・海上保安庁等と連携

した医療チームの構築及び関係機関が認識を

共有の上、連携して行動できる体制構築であ

る。 

 まずその第一歩として、今回作成した「関係

機関連携モデル」の実効性を検討しなければ

ならない。 

 具体的手順としては、作成した「関係機関連

携モデル」を関係機関に照会し、各関係機関

から抽出される意見を反映させる。最終的には、

先述の「NBC テロその他大量殺傷型テロ対処

現地関係機関連携モデル」の改訂の協議を厚

生労働省とも連携して進めていく。 

・ （仮に体制構築を検討したとして）連携し

てくれる医療チームの有無及びその補償

等の整理 

今後、どういった医療チームが適切なのかの意

見交換も含めつつ、同時に当該チームや関係

機関が活用しやすいよう、海外の知見も参考と

しながら、運用するためのマニュアルを作成し、

また同時に事件現場で活動した際の契約（補

償）条件等の検討も行う。今後は、体制が整備

できた場合、実践訓練を行なっていくことも視

野にいれている。 

 

E.考察  

 本邦でも昨今、「ふじみ野市散弾銃男立てこ

もり事件」「東京都大田区猟銃男立てこもり事

件」（共に令和４年）、「長野県中野市猟銃男立

てこもり事件」「福岡県糸島市医院立てこもり事

件」（共に令和５年）など、銃器を使用した立て

こもり事件が頻発している。さらは、「安倍晋三

銃撃事件」等の要人を標的とした銃撃事件な

ど、今後も、同様の事案が増加する可能性が

高いと考えられる。そのため、事態対処医療の

普及と、医療機関と法執行機関、その他関係

機関との連携が急務であると思われる。今回作

成した「事態対処事案関係機関連携モデル

（仮称）」（案）を基にして、本邦における法執行

機関との医療連携に実効性を持たせるために

は、関係機関からの意見を抽出して反映させ、

関係機関連携モデル運用マニュアルを作成し、

実践訓練を行なって、実績を作ることが必要で

ある。 

 



F.結論 

「事態対処医療」が実現できるように、課題の

整理や実現に向けた対応策について関係省

庁担当者等に聞き取り調査及び協議を行った。

その結果、関係機関連携モデル作成及び関

係機関での認識共有の必要性が明確化したこ

とから、「事態対処事案関係機関連携モデル

（仮称）」（案）を作成した。 

 

G．健康危険情報 

 なし 

H．研究発表 

1.  論文発表 

2.  学会発表   

 なし 

 

I．知的財産権の出願・登録状況 

（予定を含む。） 

1. 特許取得：なし 

2. 実用新案登録 ：なし。 

3.その他 ：なし 



 

分担研究報告 

 

 

 

 

 

 

「国民保護訓練のあり方に関する
研究」 

 

 

 

 

 

 

 

 

研究代表者  若井 聡智 

研究分担者  近藤 久禎 

 



令和４年度厚生労働科学研究費補助金（健康安全・危機管理対策総合研究事業） 

「CBRNE テロリズム等に係る健康危機管理体制の国際動向の把握及び国内体制強化に向けた研究」 
 

分担研究報告書 
 

「国民保護訓練のあり方に関する研究」 

研究代表者 若井 聡智  

(国立病院機構 本部 DMAT 事務局 次長) 

研究分担者 近藤 久禎 

(国立病院機構 本部 DMAT 事務局 次長) 

研究要旨 

 昨今、本邦の周辺国で軍事活動が活発になっており、安全保障環境が脅かされている。内

閣官房国民保護ポータルサイトによると、いずれの訓練も、「Ｘ国から弾道ミサイルが発射さ

れ、我が国に飛来する可能性があると判明」した想定で実施され、住民への情報伝達と屋内

を含む避難訓練が主な訓練項目であったが、医療が参加した訓練はなかった。さらなる国土

強靭化のためには、要配慮者や医療機関の避難を想定した訓練が必要であると考え、令和 5

年 3 月 17 日に沖縄県尖閣諸島での武力攻撃事態を想定し実施された沖縄県国民保護図上

訓練に参加した。要配慮者の搬送時期・搬送手段・搬送先の選定などについて、沖縄県防災

危機管理課ほか関係機関の担当者と協議を進めて、国民保護訓練（武力攻撃予測事態・武

力攻撃事態）の訓練方法について検討した。令和 5 年度に鹿児島県で実施される武力攻撃

予測事態での住民避難実働訓練で、要配慮者の避難活動について検証されることになり、若

井研究代表者が内閣官房から依頼され、訓練計画段階から評価者として参加する予定であ

る。 

 

Ａ．研究目的  

 昨今、本邦の周辺国で軍事活動が活発にな

っており、安全保障環境が脅かされている状況

を鑑み、国土強靭化のためには、要配慮者や

医療機関の避難を想定した訓練が必要である

と考えられる。国民保護訓練を通して、要配慮

者の搬送時期・搬送手段・搬送先の選定、また

その受入医療機関や施設の対応手順等につ

いて関係機関担当者と協議を進めて、国民保

護対応について検討すること。 

 

Ｂ．研究方法 

 令和 5 年 3 月 17 日に沖縄県尖閣諸島での

武力攻撃事態を想定し、実施された沖縄県国

民保護図上訓練に参加した。訓練を通して、

要配慮者の搬送時期・搬送手段・搬送先の選

定などについて、沖縄県防災危機管理課ほか 

 

 

関係機関の担当者と協議を進めて、武力攻撃

予測事態・武力攻撃事態での国民保護対応に

ついて検討した。 

訓練参加機関・団体 

沖縄県、市町村(宮古島市、多良間村、石垣市、

竹富町、与那国町)、内閣官房、消防庁、国土

交通省 沖縄総合事務局、沖縄県警察、指定

(地方)公共機関、第十一管区海上保安本部、 

自衛隊、沖縄防衛局統幕 

訓練想定 

・ 国は、我が国周辺の情勢悪化に伴い、万

一の事態に備え、事前に関係する各地方

公共団体(沖縄県含む)及び指定公共機

関等の関係機関と接触を開始。(国は、先



島諸島の市町村を県外避難の要避難地

域として、九州を避難先地域に、それぞれ

指定する可能性があると判断。) 

・ 県は、沖縄県危機管理対策本部を設置し、

先島諸島市町村及び関係機関と避難に

関する各種調整を開始。 

・ A 国から日本への武力攻撃の可能性の示

唆等もあり、政府は最悪の事態に備え武

力攻撃予測事態を認定。 

図上訓練 

・ 与那国町、竹富町、石垣市、多良間村、

宮古島市、公共交通機関等から住民輸送

計画が報告され、議論された。 

（倫理面への配慮） 

 なし 

 

Ｃ．研究結果 

・ 航空会社、船舶会社の協力を得て、輸送

力を最大化すると、1 日当たり通常の 2.36

倍の人数を運べるとの試算がされた。 

・ 先島諸島 12 万人の避難が必要であり、住

民を九州７県に移送するために 6 日間を

要すると試算された。 

・ 但し、要配慮者の搬送時期・搬送手段・搬

送先の選定については考慮されていなか

った。 

・ 訓練後の振り返りにおいて、要配慮者の

避難計画を作成する必要性、またその計

画には、避難行動要支援者を九州まで移

送することは困難であり、与那国島の要配

慮者を石垣島にある県立八重山病院で

受け入れる計画も策定していただきたいこ

とを説明した。 

 

Ｄ．抽出された課題と対応策 

沖縄県先島（宮古・八重山圏域）には、下

表に示したような入所型社会福祉施設があ

り、与那国島には担架搬送を要する 30 名が

入所している高齢者施設が１箇所存在する。 

 

 内閣官房、沖縄県、関係市町村も要配慮

者の避難支援活動の必要性を認識しているも

のの、対応方法を検討するに至っていなかっ

た。武力攻撃予測事態において、多数の住民

を安全に避難させるためには、我が国の災害

医療の経験と考え方を基に進めていくことが極

めて重要である。DMAT は、2011 年東日本大

震災以降、要配慮者（医療機関入院患者や社

会福祉施設入所者など）の大規模避難を多数

実施してきた。その経験から、災害時に大規模

搬送を実施するためには、対策本部体制を確

立し、情報管理を行い、状況に応じた対応方

針を策定した上で活動しなければならないこと

が明らかになった。要配慮者の大規模避難搬

送活動は、対策本部での搬送ニーズの把握、

搬送手段の確保、搬送先施設の確保と、現地

での要配慮者ごとの搬送手段、搬送先の選定

と搬送の実施である。そして情報管理も極めて

重要である。この災害医療的考え方に基づい

て国民保護対応を行うことで、要配慮者を安全

に避難させることが可能であると考える。更に、

搬送に同行する医療者やその他関係者の確

保、彼らの補償の問題も検討しなければならな

い。これらを検証にするために、今後の武力攻

撃予測事態・武力攻撃事態における国民保護

（要配慮者避難）訓練ではチェックシートを作

成して、評価する予定である。 

更なる課題として、武力攻撃予測事態・武力攻



撃事態における対応を考えると、サイバー攻撃

を受けた中での対策本部活動、情報管理をど

のように実施するかも検討しなければならな

い。 

 

E.考察  

昨今、本邦の安全保障環境が脅かされている

状況で、外国からの武力攻撃事態が発生する

可能性を考えて国民保護計画を策定しておく

ことは重要である。特に、医療としては武力攻

撃予測事態の段階で、当該地域の要配慮者

や医療機関の避難を想定した訓練が必要であ

ると考えられる。我が国で DMAT が経験した災

害対応と、災害医療の根幹となる考え方を基

に、要配慮者の搬送時期・搬送手段・搬送先

の選定、また要配慮者の受入医療機関や施設

の対応手順等を作成し、繰り返し国民保護訓

練を実施することで、国土強靭化に資すると思

われる。 

 

F.結論 

武力攻撃予測事態において要配慮者の避難

を考慮した国民保護訓練を実施するために内

閣官房、関係自治体と協議し、今後の訓練で

は要配慮者避難を想定した訓練を実施するこ

ととなった。 

 

 

G．健康危険情報 

 なし 

H．研究発表 

1.  論文発表 

2.  学会発表   

 なし 

 

I．知的財産権の出願・登録状況 

（予定を含む。） 

1. 特許取得：なし 

2. 実用新案登録 ：なし。 

3.その他 ：なし 



 

分担研究報告 

 

 

 

 

 

 

「放射線危機管理に関する研究」 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

研究分担者  明石 真言 

 

 

 



令和４年度厚生労働科学研究費補助金（健康安全・危機管理対策総合研究事業） 

「CBRNE テロリズム等に係る健康危機管理体制の国際動向の把握及び国内体制強化に向けた研究」 
 

分担研究報告書 
 

「 放射線危機管理に関する研究」 

研究分担者 明石 真言 

(東京保健医療大学・東が丘看護学部大学院看護学研究科・教授) 

 

研究要旨 

 当該研究は、CBRNE テロの中でも特殊な範疇に分類される放射線 NR 分野における

事故やテロ対応に関係する国内外の指針、ガイドラン、関連する技術の開発の動向等の

情報を収集、分析し、効果的な国内体制の強化に寄与することを目的としている。これ

までに NR 事故・災害に関するマニュアル、ガイドライン等が国際機関や諸外国で作成

されているが、テロに特化したものはほとんどない。国際原子力機関 IAEA と経済協力

開発機構／原子力機関 OECD/NEA が運営する事故報告サイト NEWS、また原子力規制

委員会のサイト“原子炉等規制法または放射性同位元素等規制法に基づく報告”を見て

も、令和 1-4 年の間に治療を要する放射線による被ばく事象は公開されていなかった。

そのため国内外で行われた研修、ガイドライン、指針、ガイドラン、関連する技術の開

発の動向等の情報を収集、分析し、効果的な医療対応研修制度の構築に必要な情報を集

めた。頻度が少ない NR テロに対する医療には、NR テロ・災害に対する関係機関の相

互理解、共通認識が必要である。このために放射線テロ対策として、放射線被ばくと放

射性物質による汚染、影響などの基礎的な内容はもとより、世界で過去に起きた事故の

情報分析を含む研修のさらなる充実が図られるべきである。また、放射性物質による内

外汚染への対応は、感染症対策のみならず化学物質や重金属による中毒と共通する部分

が多い。Personal protective gear (PPE)を含む汚染と感染に対する防護学、体内から放射

性及化学物質や重金属の体外排せつを含む中毒治療学などを NBCR 共通科目とし、講

義や実習を行う等系統的に研修を行い、健康危機管理の国内体制の強化に寄与する。 

 

 

Ａ．研究目的  

 日本、アメリカ、台湾で開催された World 

Baseball Classic (WBC, 2022 年 9 月－2023 年

3 月)は、重大なテロもなく無事に終了した。

一方、2022 年、2023 年には、選挙応援演説

中に銃器や爆発物により、元、現総理が狙

われるという事件が起きた。その手段は単

純であり、この種のテロが起きうることを

実感させられた。 

 自然界にも存在し、医学、工学、農学な 

 

ど様々な分野で利用される放射線であるが、

ひとたび安全な使用が妨げられると、放射

線は社会にとって脅威となる。頻度が少な

いうえに、十分な知識がないことも一因で

ある。日本における放射線テロ の対策は、

原子力防災を基準として考えられているが、

現実は必ずしもそうとは限らない。CBRNE

テロ災害に関する公衆衛生及び医療におけ

る対策について、国内外対応能力の向上及

び人材強化を行うために、国内外の教育・



研修の最新の政策的知見を集約し、政策・

実事例を分析し、その結果、効果的な医療

対応研修制度の構築、また、その強化に寄

与することを目的とした。 

 

Ｂ．研究方法 

 国内外の RN 事故もしくはテロに関する

教育・研修の内容、構成等について事例の

分析を行う。また 分析を基に、我が国にお

ける対応能力の現状の課題と改善点を提案

する。  

得られた現状の課題の改善のため、我が

国の健康危機管理対応に資する人材の強化 

に必要な事項（強化が必要な分野、人材に

求められる能力、育成プログラム、育成後 

の受け皿等）を検討する。 

（倫理面への配慮） 

 すでに公表されている指針、ガイドライ

ン、マニュアル等あるいは、研修、講習、

訓練、事故報告等についての情報の取得、

技術の開発の動向等を収集、分析、提供す

ることに関しては、倫理面への配慮は必要

ない。 

 

Ｃ．研究結果 

 【国際研修に関する情報の収集】 

国際研修に講師として参加し、放射線被ば

くに関する情報を収集した。 

(1) 国際機関による研研修、会合など 

1) IAEA Nuclear Emergency Management 

School ファシリテーターミーティン

グ 

開催年月日：2022 年 12 月 1-3 日 

2) IAEA School of Nuclear and Radiological 

Leadership for Safety in Japan 講義 

開催年月日：2023 年 2 月 21-27 日 

開催場所：東海大学、日本 

3) WHO updates critical medicines list for 

radiological and nuclear emergencies を刊

行し、放射線事故時に必要な医薬品等

の備蓄に関する考え方を示した。

https://www.who.int/publications/i/item/97

89240067875 

 

(2) その他の機関による国際研修 

1) NCT CBRNe Asia Pacific 

開催年月日：2022 年 10 月 25 日～27 日 

開催場所：ソウル、韓国 

オランダに本部を置く NGO NCT が韓

国ソウル市で開催した

Non-Conventional Threat (NCT) APAC 

2022 conference において、一般公衆にお

ける COVIC-19 と放射性物質に対する

考え方の共通点を議論し、感染症と核

テロ・災害の心理的対応の重要性を議

論した。 

 

【国内の教育・研修に関する情報の収集】 

国内で行われた教育・研修に参加し、情報

を分析した。 

(1) 特定非営利活動法人 NPO 等 

【NPO 法人 NBCR 対策推進機構】 

1) 2022 年 6 月 25 日（土）認定 NPO 法人

災害医療 ACT 研究所主催 2022 年度宮

城県災害医療従事者研修会での講義

「原子力災害への対応の実際」 

2) 2022 年 12 月 18日 NPO法人 NBCR 対策

推進機構主催「第 2 回医療従事者・消

防職員等のための CBRNE 災害医療対

策講習会」で最近の放射線災害と医療

対策について講演した。 

3) 第 7 回放射線災害・医科学研究拠点国

際シンポジウム 

開催年月日：2023 年 2 月 20 日 

開催場所：広島、日本 

Radiation emergency medicine -a 



perspective on the past, present, and future と

題する講演を行い、テロや戦争犯罪におけ

る放射線に利用に関して概説した。 

 

Ｄ．考察  

 以上述べた国際機関、NPO 等が実施した

研修に参加した。我が国の従来の RN 災害や

テロに対する医療対応の研修は、以前はそ

のほとんどが原子力施設のある自治体に限

定されていたが、最近は原子力施設の有無

に関係になく参加できる研修で多く、この

ことは重要である。 

 2022 年 2 月には、ロシアによるウクライ

ナ侵攻が始まり、核兵器の使用や原子力発

電所の攻撃に関する報道があるが、少なく

ともこの侵攻により、放射線による被ばく

が起きたという情報はない。しかしながら、

放射線の線源は街のどこにでも存在するた

め、爆発や火災により放射線の線源が露出

する可能性もあり、被ばくによる障害があ

らわれるには時間がかかる等情報の共有は

不可欠である。 

今回も国際原子力機関 IAEA、経済協力開

発機構／原子力機関 the Organisation for 

Economic Co-operation and Development 

(OECD) Nuclear Energy Agency (NEA) 、世界

原子力発電事業者協会 The World Association 

of Nuclear Operators (WANO) が運営してい

る Nuclear Events Web-based System (NEWS)

によれば、盗難線源や健康影響が現れない 

ない程度の被ばく事故の報告はあるが、

それ以上のものはない。

https://www-news.iaea.org/Default.aspx 

引き続き情報の収集の継続は不可欠でる。 

 

Ｅ．結論 

 新型コロナウイルス対応をからも明らか

なように、放射性物質による体内汚染への

対応は、感染症対策のみならず化学物質や

重金属による中毒と共通する部分が多い。

Personal protective gear (PPE)を含む汚染と感

染に対する防護学、体内から放射性及化学

物質や重金属の対外排せつを含む中毒治療

学などのくくりで講義や実習を行うなど、

テロ対応医療者に共通項目として系統的な

研修が求められる。さらに放射線テロ対策

としての薬剤の備蓄、事象発生時の特定医

療機関の役割、病院前医療体制の整備、研

修の充実が図られるべきである。 

 

Ｆ．健康危険情報 

 

Ｇ．研究発表 

1.  論文発表 

1) Tani K, Ishigure N, Kim E, Tominaga T, 

Tatsuzaki H, Akashi M, Kurihara O. 

Biokinetic model analysis with DTPA 

administration for a case of accidental 

inhalation of actinides in Japan. Radiat Prot 

Dosimetry in press.2022 

2) Nagata T, Arishima T, Yamaguchi Y, 

Hirohashi N, Usa T, Hasegawa A, Hanada 

H, Yamamoto N, Okamoto T, Akahoshi T, 

Hamada M, Abe T, Kikukawa M, Nakao H, 

Yamamura H, Sakamoto T, Akashi M, 

Hagihara A. Radiation Emergency Medical 

Preparedness in Japan: A Survey of 

Nuclear Emergency Core Hospitals. 

Disaster Med Public Health Prep. 7, 1-7. 

DOI: 10.1017/dmp.2021.348, 2022. 

 

 

2.  学会発表   

（発表誌名巻号・頁・発行年等も記入） 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 



（予定を含む。） 

1. 特許取得：なし 

2. 実用新案登録：なし 

3.その他 ：なし 



 

分担研究報告 

 

 

 

 

 

 

「自衛隊/軍事関連分野における国
際知見（NBC 関連）に関する研究」 

 

 

 

 

 

 

 

 

研究分担者 木下 学 

研究分担者 河野 修一 
 

 



 

 
 

令和４年度厚生労働科学研究費補助金（健康安全・危機管理対策総合研究事業） 
「CBRNE テロリズム等に係る健康危機管理体制の国際動向の把握及び国内体制強化に向けた研究」 
 

分担研究報告書 
 

「自衛隊/軍事関連分野における国際知見（NBC 関連）に関する研究」 

木下 学 

(防衛医科大学校・免疫微生物学講座・教授) 

河野修一 

（自衛隊中央病院・診療科・診療庶務室長 兼 呼吸器科医長） 

研究要旨 

 米軍軍事医学会(MHSRS; Military Health System Research Symposium)に参加し、CBRN 脅

威に関する国際的な動向を調査した。COVID-19 パンデミック発生時のような未知なる病原

体への迅速な医療対処策(MCM; medical countermeasure)が重要視されていた。mRNA ワクチ

ンをはじめ、DNA ワクチンやウイルスベクターワクチンの開発に注目していた。また、米

軍では、今回の COVID-19 パンデミックに対して、多くの医療機関が様々な医療対処を行

っており、奥行きの深さが感じられた。最近の特徴ある傾向として、認知戦と複合させた

CBRN テロ等の脅威が深刻化しており、これへの有効な対応策も急がれる。 

 

Ａ．研究目的  

 CBRNE テロリズム等に係る健康危機管理

体制の国際動向の把握を効果的に進めるため

に、2022 年 9 月 12 日より４日間、フロリダ州

キシミーで開催された米軍軍事医学会

（ MHSRS: Military Health System Research 

Symposium）に参加した。コロナ禍での中断を

経て 3 年ぶりに開催された。本学会より得ら

れた米国の最新のバイオテロをはじめとした

CBRN 脅威の最新動向を報告する。 

 

Ｂ．研究方法 

参加人数は 4,000 人程度と、コロナ禍で 2

年間中断したが、最近数年間で最多となった。

企業ブースの展示も増えていた。露軍のウク

ライナ侵攻や台湾有事の脅威が増し、米国で

の国防・危機意識の高まりが背景にあるのか、

学会は活況を呈していた。 

 

Ｃ．研究結果 

 COVID-19 によるパンデミックは、B 剤脅威

の最も深刻な典型例であった。COVID-19 ウイ

ルスは、突如として中華人民共和国の武漢で

発生した全く未知のウイルスであった。由来

に関しては WHO による客観的な調査が行わ

れていないため、全く不明である。致死性が

高く発症前から高い感染性を有する細菌やウ

イルスは、容易にパンデミックを引き起こす。

遺伝子改変技術の進歩に伴い、このような病

原体の出現は現実的な脅威となった。この種

の生物剤脅威を念頭に、未知なる病原体に迅

速に対応できるワクチン開発のプラットフォ

ームとして、mRNA ワクチンや DNA ワクチン

の研究開発が米国防総省主導の下で莫大な資

金をかけて行われて来た。次なる B 剤脅威へ

の 有 効 な 対 処 策 （ MCM; medical 

countermeasure）を立てるには、過去から学こ

とが重要である。 

MHSRS 2022 でも、今回の COVID-19 パン

デミックに米国が如何に対応したか、数多く

の発表がなされた。学会初日には現在、Brooke

陸軍病院長のTeyhen 准将から米連邦政府の対

応が次のように紹介された。 



 

 
 

 2020 年 5 月に operation warp speed (OWS)と

いう対策が始まった。ウイルス自体を制御す

ると共に、感染からの合併症に対応する、２

正面作戦である。 

 

国防総省や退役軍人局、CDC、FDA など関係

する 10省庁がホワイトハウスの下に協力した。

そして、ホワイトハウスをトップに、タスク

フォースが NIH と各専門家グループの助言の

下、製造物の管理調整、研究、臨床対応、患

者血清採取、製造、普及の６つのチームを編

成してオールアメリカで対応した。 

 

とくに公衆衛生部門と民間医療部門の協調が

重要だった。Web 等での情報公開もしっかり

としたが、これが重要であった。各州の知識

と能力を結集した。モノクローナル抗体の製

造が得意な州、PCR が得意な州など（中央集

権の日本とは基本的に違う）、各州で特徴があ

るそうだ。このような精力的な対応により、1

年目に早くもモノクローナル抗体による治療

が行われた。臨床での治験は軍が得意であり、

これを迅速に行った。軍は感染症の国際的な

情報収集も得意であり、これが迅速なワクチ

ン製造に繋がった。FDA による緊急承認も重

要なポイントであった（EVA; emergency use 

authorization) 。 

 

続いて、COVID-19 パンデミックへの対応に

関して米軍の各医療施設からの発表があった。 

１．Walter Reed 医療センター (CHARM 

study) 

Walter Reed では CHARM study という

prospective study を行った。海兵隊は罹患して

も経過がしっかりと追えるので prospective 

study に適している。あらかじめ健康な新兵に

PCR を施行して、そこから感染患者の発生を

待った。3,249 名が登録し、1%が PCR 陽性で

あったが、うち 65.2%は無症状であった。最

終的には陽性が 1,107 名、陰性が 1,375 名とな



 

 
 

った。ウイルスの変異によって症状の軽減が

あった。詳しい解析は今後、行われるという。 

この CHARM study には、COVID-19 感染後

の後遺症、すなわち訓練等での運動能力へ与

える影響も見ている。普通の訓練と戦闘訓練、

中長距離走のタイムなど、いろんな運動能力

を感染前後で調べていた。総じて感染自体は

軽症であったようだが、パフォーマンスの低

下は認められた。今後はワクチンの影響や免

疫能の変化も見ていく。後遺症 PASC に関し

てもみている。 

 

２．Wastewater サーベイランス 

 米空軍での COVID-19 感染症に関するサー

ベイランス。詳細な解析検討はこれから。こ

のサーベイランスをサル痘でもやりたいとの

こと。 

 

３．ハワイ Tripler 陸軍病院 Prometheus 

 INDOPACOM ではインドネシアと共同訓練

Garuda Shield を毎年やっている。熱帯湿潤地

域でのコロナ感染の特徴を調べている。

Prometheus 2.0 プロジェクト。訓練参加者のう

ち 75 人が感染した。感染者の血中コルチゾー

ル値はハワイに帰ってから上昇したが、Spike

蛋白の IgG はハワイへ帰ってきて低下した。

再感染の危険があるのか？ワクチンの影響な

ど、詳しい検討は今後なされるらしい。 

 

４．米軍医大(USUHS) IDCRP  

USUHS の感染症臨床プログラム(IDCRP; 

Infection Disease Clinical Research Program)の

新興感染症に対する EPICC study 

(Epidemiology, Immunology, Clinical 

characteristics)の一環としてCOVID-19を対象

とした。2020.3~2022.4 の期間で感染者の症状

とかを詳細に観察。不安や疲労、鬱のような

後遺症が６か月も続く。咳は減るが関節痛は



 

 
 

増強し、これが 3 か月は続いた。非感染者の

データがないのが問題か。今後はオミクロン

株やワクチンの効果を検討する。 

USUHS とエモリ―大免疫微生物学講座の

研究として、PASS study (prospective assessment 

of SARS-Co-2 seroconversion)が行われた。 

Waler Reed 病院の勤務者を対象とした。ｍ

RNA ワクチンを接種した健常人の prospective 

study で あ る 。 Microbead-based multiplex 

immunoassay (MMIA)を使っている。６か月で

抗体は減少していた。ワクチンはオミクロン

株にも有効だった。 

 

 

特記すべきは、米軍では COVID-19 パンデ

ミック下であっても、決して COVID-19 対策

一色にならず、幅の広い厚い研究をしていた。

新たな脅威となる可能性がある COVID-19 以

外のウイルス病原体に対するワクチンの開発

研究を、Walter Reed 医療センターと米陸軍感

染症研究所（USAMRIID; US Army Medical 

Research Institute of Infectious Diseases）が中心

となって行っていた。以下に紹介する。 

 

1. Walter Reed 医療センター ジカワクチン 

ジカは日本脳炎、黄熱と共に蚊が媒介する

ウイルス感染症。やっと 1 年前からジカワク

チンの第 1 相治験が始まった。2015 年にジカ

が米国で見つかってから 5 年経っていた。ワ

クチン開発のスピードが遅いのか早いのか分

からないが、彼らは遅いと感じているようだ。

Lancet ではよく効いたと発表している（サル

での研究か？）。2 回接種するが半年あけて 2

回目を打つ。日本脳炎、黄熱のワクチンとの

相乗効果も期待される。T 細胞の反応を見て

いた。他にデングワクチンも開発中である。

全世界に展開する米軍にはこの種のワクチン

が必須だ。 

 

2. 米陸軍感染症研究所（USAMRIID） 

 針なしで打てる DNA ワクチンの開発。

Pharmajet という。筋注・皮下注と皮内注の２

つのタイプがある。ベネズエラ馬脳炎（VEEV）

のワクチンとして、サルを使ってやっている。

サルへの VEEV の感染に関してはエアロゾル

で肺から吸入させている。筋肉内へワクチン

が入っていくが、なぜ針がなくてよいのか？

今後、臨床検討をやる予定らしい。 

 

 

 



 

 
 

 

 

TREAT (Threat Reduction of Emerging 

pathogens/toxins using antibody therapeutics)プ

ログラムというのを行っている。南北アメリ

カ、アフリカ、スウェーデン、ジョージアに

拠点がある。 

出血熱ウイルスへのワクチン開発を念頭にし

たプロジェクトであるが、ヒトモノクローナ

ル抗体開発のプラットフォーム作りである。

エボラウイルスの感染からの生還者８人の B

細胞を取ってきて抗体を精製、中和活性を見

ている。いろんな抗体から強い抗体を作り出

す Bi-specific mAb 戦略。非常に洗練された手

法を用いている。 

Ｄ．考察  

 MHSRS はコロナ禍の中断を経て、3 年ぶ

りに開催された。今年は COVID-19 パンデ

ミックに如何に米国が対応したかのレビュ

ー的な要素が強かったが、他のウイルスや

細菌感染へのワクチン開発もしっかりと行

っていた。 

 しっかりとした見解には未だ至っていな

かったが、ロシアや中国を対抗勢力と定め、

認知戦を絡めた CBRN 脅威というものにも

関心を払っていた。今後は、このテーマが

重要になって来ると思われる。 

 

Ｅ．結論 

 米軍軍事医学会に参加し、CBRN 脅威に関

する国際的な動向を調査した。COVID-19 パン

デミックのような未知なる病原体への迅速な

医療対処策 (MCM)が重要視されていた。

mRNA ワクチンをはじめ、DNA ワクチンやウ

イルスベクターワクチンの開発に注目してい

た。米軍では、COVID-19 パンデミックに対し

て、多くの医療機関が様々な医療対処検討を

行っていた。また、認知戦と複合させた CBRN

テロ等の脅威が深刻化しており、これへの有

効な対応策も急がれる。 

 

Ｆ．健康危険情報 

 なし。 

 

Ｇ．研究発表 

1.  論文発表 

1.  報告書 

MHSRS2022 報告書（防衛省、厚労省関係

機関に配布予定） 

2.  学会発表   



 

 
 

 なし 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

（予定を含む。） 

1. 特許取得：なし。 

2. 実用新案登録 ：なし。 

3. その他 ：とくになし。 
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分担研究報告書 
 

「CBRNE テロリズムに関連する化学物質の管理に関する研究」 

研究分担者 江川 孝  

(福岡大学・薬学部・教授) 

 

研究要旨 

 東日本大震災以降、危機における国の役割の強化が課題となっている。わが国は、絶え間

のない国際的なテロ活動などの国際状況を背景に、CBRNE テロに関する国際動向を適確に

把握し国内施策に反映することが重要な課題である。そこで、フェンタニル誘導体や第 4 世代

神経剤を含め CBRNE テロリズムに関連する化学物質について検討すべき化学物質の候補

を抽出し、対応について検討した。その結果、有機リン化合物やフェンタニル誘導体が新たな

化学テロの脅威として挙げられ、これらに対応する上で、有機リン化合物の解毒剤の用法変

更やフェンタニル誘導体拮抗薬のキット化が課題として挙げられた。 

 

Ａ．研究目的  

 東日本大震災以降、危機における国の役割の

強化が課題となっている。わが国は、絶え間のな

い国際的なテロ活動などの国際状況を背景に、

CBRNE テロリズム（以下、CBRNE テロ）の脅威も

ある。また、新型コロナウイルス感染症等の影響

や健康危機管理への意識の高まりとともに、

CBRNE テロに関する国際動向を適確に把握し

国内施策に反映することが重要な課題である。

更に、CBRNE テロで使用される危険物質につい

ての情報収集/共有・分析・対応検討や、災害・

危機管理情報等を迅速にリアルタイムに知ること

ができるリアルタイム危機管理情報ソリューション

の利活用、サイバーテロなど従来とは異なる形態

のテロリズムへの対応策についても、検討が必要

である。Global Terrorism Database (GTD)は、

1970 年以降に世界中で発生したテロ事件の情

報を含むオープンソースのデータベースであり、

テロリズムとインテリジェンス研究センターとメリー

ランド大学テロリズムとテロリズムへの対応の研究

のための国立コンソーシアム（Study of Terrorism 

and Responses to Terrorism: START）によって管

理されている。GTD に報告された化学テロ事件

の特徴を把握し、使用された化学物質の種類、

関連する罹患率と死亡率、事件の地理、意図さ

れた標的について詳しく理解することは、地域の

化学テロ対策活動を開発し、最適化する際に役

立つと考えられている。Zahran らは、GTD データ

ベースを検索し、「化学」と分類された、あるいは

事件の説明に「化学兵器」が含まれるテロ事件す

べてを特定し、各事件を検証して 8 つの化学兵

器カテゴリーのいずれかに分類した。1970 年から

2015 年までの化学テロ事件の総件数を、化学剤

カテゴリー、負傷者数、死亡者数、地理的地域、

ターゲット別に分析した。化学剤カテゴリー別に

負傷者数と致死者数、平均負傷者数と致死者数

を求めた。その結果、156,772 件のテロ事件が

GTD に報告され、そのうち 321 件（0.2％）が「化

学」または「化学兵器」事件として報告された。こ

れらのうち、292 件（90.1％）が分析のための包含

基準を満たしていた（重複報告および化学テロ剤

を伴わない事件は除外）。報告された化学剤カテ

ゴリーは、未知の化学物質（30.5%）、腐食剤

（23.3%）、催涙ガス（12.3%）、特定できないガス

（11.6%）、シアン化物（8.2%）、農薬（5.5%）、金属



（6.5%）、および神経ガス（2.1%）である。このデー

タセットに含まれる化学テロ事件は、1 件あたり平

均して 51 人の負傷者（薬剤間の平均範囲：

2.5-1622）と 7 人の死者（薬剤間の平均範囲：

0.0-224.3）をもたらした。神経ガス事件（2.1％）は、

1 件あたりの死亡者数（n=224）および負傷者数

（n=1622）の平均値が最も多かったと報告した。ま

た、2002 年に発生したモスクワ劇場占拠事件

（2002 年 10 月 23 日〜26 日）では、ロシア連邦保

安庁の特殊部隊(アルファ部隊) が突入し、

KOLOKOL-1 と呼ばれる無力化ガス(非致死性)

を使用したが、後日、ロシア保健省によって「フェ

ンタニル誘導体を主成分とするガスを使用した」

と発表した。一方、1970〜80 年代にかけてソビエ

ト連邦で開発された第 4 世代神経剤であるノビチ

ョクは、 VX ガスの 5〜8 倍の殺傷能力を有し、2

種類の化学物質を混合して使用するバオなり兵

器として 2018 年 3 月・6 月にイギリスにてロシアの

元諜報員等に対して使用された。ノビチョクは、

毒性、検知、残存性、発症までの潜伏時間など

が他の神経剤と異なる可能性があると考えられて

いる。そこで、本年度は、フェンタニル誘導体や

第 4 世代神経剤を含め CBRNE テロリズムに関

連する化学物質について検討すべき化学物質

の候補を検索・抽出した。 

 

Ｂ．研究方法 

 CBRNE テロリズムに関連する化学物質につい

て検討すべき化学物質の候補の検索には、

PubMed、Google Scholar、CiNii 及び J-STAGE を

用いた。PubMed は、NLM(米国国立医学図書

館:National Library of Medicine)内の、NCBI(国

立生物 科学情報センター:National Center for 

Biotechnology Information)が作成しているデータ

ベースである。Google Scholar は、Google が提

供する論文検索サイトであり、分野や言語を問わ

ず、論文を幅広く検索することができる。CiNii（サ

イニー）は、国立情報学研究所が運営する論文

データベースである。日本語の論文や大学図書

館の本、雑誌、博士論文の情報を検索することが

できる。J-STAGE は、国立研究開発法人科学技

術振興機構 (JST) が運営する論文検索サイトで、

日本国内で発行された 3,000 誌以上の幅広い分

野の刊行物が公開されている。一次検索として

PubMedを用いて「terrorism」、「Chemical agents」、

「Organophosphate」、「Fentanyl」のキーワードで、

2012 年から 2022 年の 10 年分の検索を行い、検

索サイト（Google Scholar、CiNii 及び J-STAGE）

にて追加情報を収集した。 

 

（倫理面への配慮） 

人を対象とした研究ではないため、倫理面の問

題はない。 

 

Ｃ．研究結果 

 PubMed を用いて「terrorism」及び「Chemical 

agents」のキーワードで、2012年から2022年の10

年分の文献を検索した結果、129 件が該当した。

検索した 129 件中、「Organophosphate」と and 検

索で 12 件の論文が、「Fentanyl」との and 検索で

4 件の論文が該当した。また、第 4 世代神経剤で

あるノビチョク（Novichok）との and 検索では、1 件

の論文が該当した。 

 

Ｄ．考察  

 PubMed を用いて「terrorism」及び「Chemical 

agents」のキーワードで、2012年から2022年の10

年分の文献を検索した結果、「有機リン化合物

（Organophosphate）」とand検索で12件の論文が

該当した。有機リン化合物の神経剤は、最も致命

的で容易に使用できる化学兵器の一つであり、

テロの世界的な脅威を考えると、有機リン化合物

について基本的な理解を深めておくことが重要

である。有機リン化合物には、サリン（GB）、ソマン

（GD）、VX などがある。1900 年代前半から半ば

にかけて、化学的に類似した殺虫剤から開発さ



れ、その揮発性と兵器化の可能性が第二次世界

大戦中に利用されたが、戦争中に使用されること

はなかった。神経ガスの最近の使用例としては、

1995 年の地下鉄サリン事件、2017 年の金正男暗

殺事件（VX のバイナリーフォームを使用）がある。

最近では、セルゲイ・スクリパルやアレクセイ・ナ

ヴァルニーの暗殺未遂事件で、VX よりも強力な

「ノビチョク」が使用されている。G 剤、V 剤、ノビ

チョク剤はいずれもアセチルコリンエステラーゼ

（ChE）を阻害することで致死的に作用する。ヒト

でのアセチルコリンエステラーゼ作用の阻害は、

神経終末での神経伝達物質であるアセチルコリ

ンの分解を阻害するため、急性ムスカリン様症状

（流涎、流涙、排尿、下痢、嘔吐、気管支漏、気

管支攣縮、徐脈、縮瞳など）及び筋肉の線維束

性収縮や筋力低下など一部のニコチン様症状を

引き起こす。これらの症状は曝露から数日～数

週間後に神経障害が発生する可能性がある。急

性ムスカリン様症状に対しては、試験的なアトロピ

ンの投与が行われる。気管支漏および気管支攣

縮は、用量調節した高用量のアトロピンを投与し、

神経筋毒性にはプラリドキシムヨウ化物の適応と

なる。有機リン中毒は有機リン化合物が生体内

ChE に結合してリン酸化し、アセチルコリンの分

解を阻止することによりアセチルコリンが蓄積して

中毒症状を起こす。プラリドキシムヨウ化物は、こ

のリン酸エステルを ChE より離脱させ、ChE の

酵素活性を回復させる。しかし、日本の保険診療

においてサリンの解毒剤とされる「パム（プラリドキ

シムヨウ化物）静注 500mg」は、サリンへの適応

がないことや筋注ができないこと等の問題があ

る。 

 一方、「terrorism」及び「Chemical agents」のキ

ーワードと「Fentanyl」の and 検索では、4 件の論

文が該当した。フェンタニル誘導体は、我が国で、

全身麻酔、保険適用の範囲で全身麻酔における

鎮痛、局所麻酔における鎮痛の補助及び激しい

疼痛(術後疼痛、癌性疼痛なで)に対する鎮痛に

対してフェンタニルが使用される。フェンタニル中

毒（過量投与）の症状は、薬理作用の増強により

重篤な換気低下を示す。換気低下又は無呼吸

の場合には酸素吸入を行い、必要 に応じて呼

吸の補助又はコントロールを行う。呼吸抑制は麻

薬拮抗剤の作用より長く続くおそれがあるため、

必要に応じて麻薬拮抗剤(ナロキソン、レバロルフ

ァン等)の投与を行う。ナロキソンは、オピオイド受

容体において麻薬性鎮痛剤の作用を競合的に

拮抗することにより、これらの薬剤（フェンタニル）

に起因する呼吸抑制等の作用を改善する。我が

国では、処方箋医薬品であり、処方箋により使用

される。しかし、アメリカでは薬物の過量投与によ

る死亡例が 1999 年以降倍増しており、2013 年に

は 43,982 例の死亡が報告されている。これらのう

ち、オピオイド鎮痛薬の処方による死亡例は

16,235 例(37％、オキシコドン、ヒドロコドンなど)、

ヘロインによるものは 8,257 例(19％)であった。薬

物使用者および家族や友人の薬物過量摂取を

把握した場合、地域ベースの過量摂取予防プロ

グラムとして、専門家ではない一般人に対し、ヘ

ロインやオピオイドによる致死的な呼吸抑制を改

善するオピオイド拮抗薬であるナロキソンのキット

を配布し、使用法の練習が提供されている。 

  

Ｅ．結論 

 CBRNE テロリズムに関連する化学物質につい

て検討すべき化学物質の候補について検索エン

ジンを用いて検索した。その結果、有機リン化合

物やフェンタニル誘導体が新たな化学テロの脅

威として挙げられ、これらに対応する上で、有機リ

ン化合物の解毒剤の用法変更やフェンタニル誘

導体拮抗薬のキット化が課題として挙げられた。 

 

Ｆ．健康危険情報 

 該当無し 

 

Ｇ．研究発表 



1.  論文発表 

1) 宮崎県薬会誌、197、大規模災害時に薬剤

師に求められること、2022 年 4 月 1 日、宮崎

県薬剤師会、江川孝 

2) 月刊薬事、64、災害時の初動―医療機関ご

との薬剤師の役割を整理する−、2022 年 11

月 1 日、(株)じほう、江川孝 

3) けんこう福岡、58、どうする？大規模災害発

生時の帰宅困難者対策、2023 年 3 月 1 日、

福岡県産業医学協議会、江川 孝 

 

2.  学会発表   

1) シンポジウム 7：災害時の医療体制における

各県薬剤師会の取り組み，ウクライナ避難

民に対する医療支援活動、第 81 回九州山

口薬学大会，熊本，2022 年 9 月 19 日 

2) シンポジウム 9：災害時情報ストラテジー〜

災害時、より良い薬物療法を提供するため

に〜，災害時の薬事情報管理と災害薬事の

ためのシステム構築，第 32 回日本医療薬学

会，高崎，2022 年 9 月 23 日 

3) International Symposium 1: Humanitarian 

Assistance to Ukrainian Refugees in the 

Republic of Moldova，第 32 回日本医療薬学

会，高崎，2022 年 9 月 23 日 

4) シンポジウム Dia-Mat：令和 2 年 7 月豪雨

災害におけるモバイルファーマシーを活

用した薬事対応，第 60 回日本糖尿病学会

九州地方会，福岡，2022 年 10 月 8 日 

5) 分科会 15：DMAT ロジスティックチーム隊員

から見た薬剤師の医療救護活動について，

第 55 回日本薬剤師会学術集会，仙台，

2022 年 10 月 10 日 

6) 特別講演２：どうする？大規模災害発生時

の帰宅困難者対策，福岡県産業医学大会，

久留米，2022 年 12 月 17 日 

7) 大会長講演，新時代の薬事対応，第 10 回

日本災害医療薬剤師学会学術大会，福岡，

2023 年 2 月 25 日 

8) ウクライナ避難民を対象にした仮設診療所

における医薬品の使用動向調査，第 10 回

日本災害医療薬剤師学会学術大会，福岡，

2023 年 2 月 26 日 

9) 宿泊療養施設における一般用医薬品の使

用動向調査から見るオミクロン株の特徴，第

10 回日本災害医療薬剤師学会学術大会，

福岡，2023 年 2 月 26 日 

10) 特別企画 5：ウクライナ紛争―武力紛争事案

への日本からの支援，ウクライナ戦争避難

民への人道的支援におけるロジスティックス

活動，第 28 回日本災害医学会総会・学術

集会，岩手，2023 年 3 月 10 日 

11) パネルディスカッション 19：災害時の医薬品

供給体制について〜薬事コーディネーター

の役割と必須医薬品〜，災害時の薬剤師活

動マニュアルの作成と体制整備について，

第 28 回日本災害医学会総会・学術集会，

岩手，2023 年 3 月 10 日 

12) 学会主導研究委員会企画：災害医学研究

をしたくなる！，適切な薬物療法を提供する

ためのストラテジー，第 28 回日本災害医学

会総会・学術集会，岩手，2023 年 3 月 11 日 

13) 口演 50，モルドバ国内の仮設診療所におけ

るウクライナ避難民を対象にした医薬品の使

用動向調査，第 28 回日本災害医学会総

会・学術集会（2023 年 3 月 9 日〜11 日）、

岩手 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 
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「化学テロ危機管理に関する研究」 

研究分担者 大西 光雄 

(国立病院機構大阪医療センター 救命救急センター 診療部長) 

 

研究要旨 

化学テロ危機管理に関連する他国・機関のセミナーを調査し、American College of Medical 

Toxicology（ACMT）が開催する“テロにつながる化学物質及び放射性物質：Chemical and 

Radiological Agents of Opportunity for Terrorism（CRAOT）”、世界保険機関（WHO）が

開催する“化学物質が原因と思われる健康障害の発生を調査するための WHO ウェビナー：

WHO webinar on investigating outbreaks of ill health that may be of chemical origin”を

受講した。ともに事案発生が明らかではない場合の覚知方法に関する内容が含まれていた。

従来、化学テロ訓練は事案発生の覚知できたとして想定されていることが多く、事案発

生がはっきりとしない場合の覚知方法に関する検討が必要であると考えられた。 

 

Ａ．研究目的  

 我が国の化学テロに関する訓練は“サリ

ン事件”をもとに計画されたものが多く、

その事案を覚知できたとして運用されてい

る。例えば、国民保護訓練で行われた化学

事案対応訓練はサリンなど神経剤が撒かれ

た設定が大半である。米国などの化学テロ

関連の講習を調査し、特に“覚知”部分に

関する検討を行った。 

 

Ｂ．研究方法 

 米国で 2022 年 7月 7日及び 8日に開催さ

れた米国医学毒物学会（American College of 

Medical Toxicology：ACMT）が開催した“テ

ロにつながる化学物質及び放射性物質：

Chemical and Radiological Agents of 

Opportunity for Terrorism（CRAOT）”を受

講し、その内容を検討した。また、世界保険

機関（WHO）が 6 月 16 日に開催した“化学

物質が原因と思われる健康障害の発生を調査

するための WHO ウェビナー：WHO webinar 

on investigating outbreaks of ill health that 

may be of chemical origin”を受講し、化学物

質イベントの発生を覚知するために提唱して

いる方策を検討した。 

 

（倫理面への配慮） 

 本研究方法は倫理面への配慮が必要とな

る内容は含まれなかった。 

 

Ｃ．研究結果 

1. ACMT の CRAOT セミナーに関して 

開催機関は 2 日間であった。ACMT と

REAC/TS が開催主体であるが、有毒物質・疾

病登録庁（Agency for Toxic Substances and 

Disease Registry：ATSDR）内の地域保険・

危険評価室（Office of Community Health 

and Hazard Assessment：OCHHA）が支援

しているとのことであった。対象者は、救急

救命士や救急隊員、公衆衛生の専門家、法執

行機関、救急医療従事者であった。本コース

は 2005 年から 100 回以上開催され、1 万人以

上が受講したとされる。 



1 日目は放射性物質を起因とする事案に関す

るセミナーであり、開催主体は放射線緊急時

支 援 セ ン タ ー （ Radiation Emergency 

Assistance Center/ Training Site ：

REAC/TS）、８モジュール 8 時間 40 分（休憩

含む）にわたる内容であった。本研究は化学

イベントを中心とするため 1 日目の内容に関

しては割愛する。 

2 日目は化学物質を起因とする事案に関する

セミナーであった。現地時間 9 時から 17 時

20 分までの 8 時間 20 分（休憩含む）のセミ

ナーであり 10 モジュールで構成されていた。

以下、各モジュールを示す。 

・ 毒物の災害：従来の化学兵器を超え

て（Toxic Disasters: Beyond Conventional 

Chemical Weapons） 

要点 

 中毒学の重要な原則を熟知する 

 用量反応性 

 曝露経路 

 トキシドローム 

 除染と個人防護具（PPE） 

 “目的達成型”化学兵器、“デュアル

パーパスの化学物質”、毒性のある

産業化学物質（Toxic Industrial 

Chemicals：TICs）に関して 

 テロリストが使用する可能性

のある化学物質の同定 

 個人及び集団が曝露された事

案の歴史 

 さまざまなTICsで生じる健康

への影響 

 初期対応法 

 利用可能な情報源とツール 

 EPA、TRI、CAMEO 等 

 CHEMM と CHEMM-IST 

 

・ 化 学 物 質 の 爆 発 （ Chemical 

Explosions） 

要点 

 第１次から第 4 次爆傷に関して 

 第一次爆傷とクラッシュ症候群 

 熱傷の深度を理解する 

 熱傷の初期対応 

 

・ 脅威としての有毒ガス（Toxic Gases 

as Threats） 

要点 

 過去の産業におけるガス曝露事案 

 注目すべき主要な工業用ガス 

 ガスがもたらす臨床像の理解と、ガ

スの物理的性質や毒性との関連付

け 

 曝露や健康被害を低減するための方

法 

（1984 年インドのボパール化学工場事

故でのイソシアン酸メチル漏出事故や

2002 年米国ノースダコタ州マイノット

での列車脱線によるアンモニア流出事

故、2005 年米国サウスカロライナ州グ

ランテビルでの列車衝突による塩素ガ

ス流出事故、1981 年、82 年、86 年に発

生した米国ロサンゼルスの化学工場で

のホスゲン事故、1987 年テキサスでの

フッ化水素事故の事例が示された。また、

化 学 テ ロ リ ス ク 評 価 ： Chemical 

Terrorism Risk Assessment：CTRA に

よる上気道と下気道それぞれに作用す

る化学物質が示された。） 

 

・ 青酸や燻蒸剤とその危険性

（Knockdown Agents: “Gasp Poisons”） 

要点 

 窒息剤について 

 青酸と燻蒸剤の発生源と一般的な使

用法について 



 ３つの最も一般的な燻蒸剤

（Vikane：フッ化スルフリル、

Methyl Bromide：ブロモメタン、

Phosphine：ホスフィン） 

 剤曝露後の臨床的な影響に関して 

 青酸中毒の治療法に関して 

（青酸ガス、硫化水素、燻蒸剤に関して

その性質などが示された。） 

 

・ 有害物質拡散手段としての食品、水、

医 薬品（ Food, Water & Medication as 

Vehicles for Toxic Threats） 

要点 

 水、食品、医薬品のシステムを理解

するための浄水場の仕組みについ

て 

 水、食品、医薬品の汚染に関する過

去の事例をもとに、システムの脆弱

性や潜在的な懸念物質を考察する 

 過去の事故やテロ事件が原因となっ

たシステム全体の変化や法律につ

いて 

 水、食料、医薬品を守るための方法

を詳しく知るためのリソースに関

して 

（2002 年ワシントン州シアトルのメー

プルリーフ貯水槽のフェンスが破られ

ていたため、毒物混入の可能性に関する

アセスメント、水の使用停止などの対応

がとられた事案の紹介や、2003 年ミシ

ガン州デトロイトでの牛ミンチ肉に殺

虫剤が混入していた事件、2003 年米国

メイン州ニュースウェーデンでのコー

ヒーにヒ素を混入させた事件、1982 年

米国シカゴでのタイレノールブランド

の１００６滅 m アセトアミノフェンカ

プセルにシアン化カリウムカプセルを

混入させていた事件、1996 年ハイチで

の次エチレングリコールが混入した解

熱薬事例、2008 年に中国から輸入した

ヘパリンに過硫酸コンドロイチン硫酸

が混入していた事件などが紹介され

た。） 

 

・ 神経毒性を有する物質（Neurotoxic 

Agents） 

要点 

 神経系に作用する中毒症候群 

 鎮静 

 痙攣 

 幻覚症状 

 鎮静をもたらす毒物に特異な臨床像 

 中毒症候群に該当する化学物質の例 

 初期治療戦略 

（2002 年モスクワの劇場占拠事件を例

に挙げ、鎮静剤として GABA 作動性物

質、カルフェンタニルを含むオピオイド、

炭化水素が示された。また、2002 年に

ニューヨークで確認された中国から違

法輸入されたテトラメチレンジスルホ

テトラミン含有殺鼠剤による中毒を例

に挙げ、痙攣をきたす化学物質として有

機リン、カーバメート、ニコチン、ヒド

ラジン、樟脳、有機塩素、ストリキニー

ネなどが述べられた。幻覚をきたす化学

物質としては、LSD、トリプタミン、 

Ololiuqui（朝顔の種？）、アトロピン、

スコポラミン、ヒヨスチアミン、BZ 剤

（3-キヌクリジニルベンジレート）が紹

介された。） 

 

・ 遅発性中毒症候群（Delayed Toxic 

Syndromes） 

要点 

 化学物質暴露から症状出現まで時間

を要するものがあることを認識す



る 

 遅発性中毒症候群をきたす化学物質 

 遅発性中毒症候群をきたす化学物質

におけるトキシドローム 

（タリウムやメチル水銀、ダイオキシン

を利用した事件が述べられた。） 

 

・ 多数曝露傷病者発生時の心理的影響

（ The Psychological Impact of Mass 

Exposures） 

要点 

 化学物質曝露多数傷病者事案による

心理的影響 

 被害者のメンタルヘルスニーズへの

適切な対応 

 有毒化学物質曝露を認識した後の多

数の予想される行動 

 心的外傷を伴う出来事に対する急性

の心理的/感情的反応の兆候と症状 

 有毒化学物質曝露後に恐怖や強い感

情を抱く被害者を支援するための

戦略 

（化学物質事案が実際に発生している

か精神症状を呈しているだけなのかの

アセスメントに関して述べられた。） 

 

・ 事案発生後の集団モニタリングのメ

リットとデメリット（After Event Population 

Monitoring Pros & Cons） 

要点 

 医学的モニタリングとは 

 医学的モニタリングはなされるべき

か 

 その場合、いつ、どのように行うか 

 多数傷病者事案における医学モニタ

リング 

（多数傷病者事案となりうる各化学物

質に関して、それぞれ症状のモニタリン

グおよび検査によるモニタリングの可

能性が詳述された。また、実例として

1995 年東京地下鉄サリン事件、1976 年

イタリアのセベソ地方におけるダイオ

キシン放出事故、1996 年英国のシーエ

ンプレス号油流出事故が挙げられた。） 

 

・ シナリオに基づいたディスカッショ

ン（Scenario-Based Discussion） 

要点 

 想定：米国アトランタの鉄道で多数

傷病者事案が発生した。 

 化学物質曝露によるトキシドロー

ムを認識すること 

 化学物質曝露に対する効果的なマ

ネージメント法を論じること 

 化学物質による公衆衛生上の緊急

事態の覚知と管理を支援するリ

ソースに関して 

 化学物質事案への対応におけるプ

レホスピタルや病院の医療従事

者、公衆衛生や薬学といった異な

った分野の役割を認識する 

(東京地下鉄サリン事件に改めて触れ

られていた。また、神経剤に対する備

蓄に関しても示された。) 

 

2. 化学物質が原因と思われる健康障害の

発生を調査するための WHO ウェビナ

ーに関して 

本ウェビナーの対象者は WHO 化学物

質リスク評価関係者、公衆衛生専門家、

化学物質事案の可能性の調査及び対応

に関心を持つ人とされていた。内容は

2021 年に発刊された WHO の出版物で

ある“化学物質が原因と疑われる傷病の

アウトブレイクを調査するためのマニ

ュアル：Manual for investigating 



suspected outbreaks of illness of 

possible chemical etiology”の紹介であ

った。傷病のアウトブレイクを覚知した

際、その調査のための同マニュアルの活

用法が示された。講師は英国健康安全保

障局（UK Health Security Agency）の

デビッドラッセル教授であった。デビッ

ドラッセル教授は世界健康安全保障行

動グループ（Global health Security 

Action Group：GHSAG）の化学イベン

トワーキンググループ（Chemical 

Event Working Group：CEWG）の一

員である。 

同マニュアルは大きく２章に分けられ、

第１章ではクラスターやアウトブレイ

クを調査するための実践的ガイドであ

り、5 つの段階が示されていた。 

第１段階 検出と警告、報告 

第 2 段階 情報収集と評価 

第３段階 病因の予備的検討 

ここでは更なる情報の入手のため

のエリアや影響を受けた人々の同

定、疫学的、環境的、中毒学的な

情報に基づいた化学事案の可能性

を検討することが含まれていた。 

また、人々やメディアなどに対す

るリスクコミュニケーション戦略

を立てることが述べられていた。 

第４段階 現地調査 

ここでは疫学、環境、中毒学のそ

れぞれに基づいた集学的なチーム

で調査を行う必要性が述べられて

いた。 

第５段階 調査の完了 

第２章では調査の原理と概念に関する

各論が示された。 

 リスクの評価、優先順位、管理、リ

スクコミュニケーション 

 疫学調査 

 環境調査 

 中毒学的調査 

 臨床検査 

 倫理的問題 

 

Ｄ．考察  

 ACMT の CRAOT セミナーでは、テロで使用

される可能性がある化学物質に関して、網

羅的かつ発生状況別に示されており、過去

の事例を紹介しながら覚知に関する情報が

数多く含まれていた。WHO のセミナーにおい

ても、多数の健康障害が発生している際に

は化学物質事案であることを考慮して集学

的にアセスメントする必要性が強調されて

いた。その一方で本邦の化学テロなど化学

物質事案対応に関する講習では、 

・ 覚知後の対応法 

・ 化学兵器で知られる化学物質の情

報 

が示されていることが多い。 

危険性が高いと分類されるTICsに関して、

漏出事故や混入事件が発生した場合にも

できるだけ早く覚知できるように、 

・ 過去の化学災害事案・化学テロ・事

件 

・ 遅発性、水道インフラや食品、模造

薬品等の事故・事件 

・ 化学物質曝露の可能性を示唆する

状況 

・ 心理学的側面 

への理解の重要性が示されていた。 

最も、本邦における CBRNE（NBC）の内容を

含む講習においては、化学物質事案にかけ

る時間が限られているため、CAROT セミナ

ーのように化学物質事案だけで 10モジュ

ールに及ぶ講習を行なっているわけでは

ない。時間的制約があり、生物、放射性物



質の影響など他の講習を含む場合と、化学

物質事案だけに絞った講習では本質的に

異なるが、CAROT セミナーのように災害や

救急に携わるものだけでなく広い受講者

に対する講習も、特に化学物質事案に関す

る“覚知”の部分を強化できる可能性があ

る。なぜなら、“覚知”は傷病者に対応し

た救急隊員だけでなく、診療所や保健所の

対応者にも求められるからである。遅発性

の症状や少人数、軽症である場合などは救

急や災害と認識されない可能性があるた

め注意を要する。 

CRAOT セミナーの最初の部分で述べられて

いたが、米国には化学物質事案のアセスメ

ント等に関して必要な資料が数多く存在

する。特にそれらを集約した形でスマート

フォンやパソコン上のアプリケーション

として使用できる WISER（Wireless 

Information System for Emergency 

Responders）は本邦でもダウンロード可能

であり、インターネット接続なしに利用で

きるツールであったが、2023 年 2月 28日

に提供を終了した。その機能は ERDSS

（Emergency Response Decision Support 

System）に引き継がれたようであるが、米

国内で登録したユーザーしか使えなくな

った。本邦においても日本語で利用できる

WISER のようなシステムが求められるので

はないだろうか。日本中毒情報センターが

中毒に関する情報を提供しているが、多数

傷病者事案で対応する医療機関など関係

機関が多数になった場合、問い合わせが集

中し情報提供が難しくなる可能性がある。

また、平時に個人や組織で訓練・学習する

際に最新の情報を得る際に役立つと考え

る。 

一方、WHO のセミナーでは“化学物質が原因

と疑われる傷病のアウトブレイクを調査す

るためのマニュアル”の活用法が述べられて

いたが、有症者が増加した際の“覚知”法と、

覚知した際にその事案に化学物質が関与し

ている可能性を判断するための公衆衛生学

的評価、環境評価、臨床的評価、そして検査

データなどを参考に組織横断的かつ集学的

アプローチが必要であることが述べられて

いた。 

化学物質事案を“覚知”するため、傷病者に

接する医療従事者等の教育が重要であるこ

とは言うまでもないが、市民から発出される

情報を分析することも“覚知”につながる可

能性がある。例えばソーシャルネットワーク

サービス（SNS）や、個人の健康情報を利用

する医療サービスを分析することによって、

トキシドロームを満たす情報が同時期に増

加してきた場合に“アウトブレーク”の可能

性を認識できる可能性がある。その“アウト

ブレーク”に化学物質が影響しているか否か

を情報発信の位置情報をもとにして WHO

のマニュアルに示される様な段階を経たア

セスメントが考慮できるであろう。実際に

SNS 分析や健康情報利用アプリ関連の企業

とその実現可能性に関する検討を開始した。

次年度に報告したい。 

 

Ｅ．結論 

 米国の化学テロに関するセミナー

（CRAOT）と WHO の化学物質起因の可能性が

あるクラスターやアウトブレイク発生時の

対応に関する講習を分析し、化学テロに関

する知見の普及、特に化学物質事案の“覚

知”とその後のアセスメントが重要である

ことが示されていた。本邦でも、化学テロ

を含む化学イベントに関する知識を医療関

係者に広く普及させる参考になると考えら

れた。 

 



Ｆ．健康危険情報 

  

Ｇ．研究発表 

1.  論文発表 

 著述 

大西光雄 ICT を利用したトキシドロー

ムの活用 救急医学 47:465-471,2023 

 

2.  学会発表   

  

（発表誌名巻号・頁・発行年等も記入） 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

（予定を含む。） 

1. 特許取得： 

2. 実用新案登録 ：なし。 

3.その他 ： 



 

分担研究報告 

 

 

 

 

 

 

「生物テロに関する研究」 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

研究分担者 齋藤 智也 
 



令和４年度厚生労働科学研究費補助金（健康安全・危機管理対策総合研究事業） 

「CBRNE テロリズム等に係る健康危機管理体制の国際動向の把握及び国内体制強化に向けた研究」 
 

分担研究報告書 
 

生物テロに関する研究 

研究分担者 齋藤智也  

(国立感染症研究所感染症危機管理研究センター・センター長) 

 

研究要旨 

 絶え間のない国際的なテロ活動などの国際状況を背景に、我が国でも CBRNE テロリズム

（以下、CBRNE テロ）の脅威は継続している。本研究では、世界健康安全保障行動グループ

会合（GHSAG）を含む、国内外のネットワークを通じて国内外の最新の科学的・政策的知見

を集約し、各国の法整備・政策・実事例の分析を行うと共に、諸外国・GHSAG 等で先進的に

検討されている各種ガイドライン・対応マニュアル等を踏まえ、本邦でも活用可能な資料

として整理を行う。その結果を厚生労働省に提示し、本邦での CBRNE テロに対する健康危

機管理体制強化に向けた提案することを目的とする。特に本分担研究課題では、生物剤及

びリスクコミュニケーションの分野についての情報収集と還元を行うことを目的とする。

本年度は、世界健康安全保障行動グループ(GHSAG)バイオワーキンググループ(BioWG)及び

その関連会議に参加し、会議での意見交換、ヒアリング及び文献収集を通じて得られた情

報を、NBC ネットワーク専門家会合を通じて共有した。特に、海外の生物テロ演習事例を紹

介し、内閣官房、厚労省、消防、警察、自衛隊、病院関係者らと意見交換を行なった。具

体的なシナリオベースの議論と、他国のオペレーション上の課題認識等の共有は、関係機

関都の連携推進に非常に有効であったと考えられる。 

 

Ａ．研究目的  

東日本大震災以降、危機における国の役割

の強化が課題となっている。わが国は、絶え

間のない国際的なテロ活動などの国際状況を

背景に、CBRNE テロリズム（以下、CBRNE テロ）

の脅威もある。また、新型コロナウイルス感

染症等の影響や健康危機管理への意識の高ま

りとともに、CBRNE テロに関する国際動向を

適確に把握し国内施策に反映することが重要

な課題である。更に、CBRNE テロで使用される

危険物質についての情報収集/共有・分析・対

応検討や、災害・危機管理情報等を迅速にリ

アルタイムに知ることができるリアルタイム

危機管理情報ソリューションの利活用、サイ

バーテロなど従来とは異なる形態のテロリズ

ムへの対応策についても、検討が必要である。 

そこで、本研究においては、世界健康安全

保障行動グループ会合（GHSAG）を含む、国内

外のネットワークを通じて国内外の最新の科

学的・政策的知見を集約し、各国の法整備・

政策・実事例の分析を行うと共に、諸外国・

GHSAG 等で先進的に検討されている各種ガイ

ドライン・対応マニュアル等を踏まえ、本邦

でも活用可能な資料として整理を行う。その

結果を厚生労働省に提示し、本邦での CBRNE

テロに対する健康危機管理体制強化に向けた

提案することを目的とする。 

特に本分担研究課題では、生物剤及びリス

クコミュニケーションの分野についての情報

収集と還元を行うことを目的とする。  

 

Ｂ．研究方法 

世界健康安全保障行動グループ(GHSAG)バ

イオワーキンググループ(BioWG)及びその



関連会議に参加し、会議での意見交換、ヒ

アリング及び文献収集を通じて得られた情

報を、NBC ネットワーク専門家会合を通じて

共有した。  

 

（倫理面への配慮） 

 該当しない。 

 

Ｃ．研究結果 

 令和４年度に行われた世界健康安全保障

行動グループ（GHSAG） バイオワーキング

グループにおける生物テロに関する議論と

海外で行われた生物テロ対応演習の内容を

共有し、今後の生物テロ対応手順の検討状

況、特に、G7 に向けた対応手順検討の材料

とした。また、自衛隊、消防、警察への情

報提供とアウトリーチを行い、情報提供を

行ったほか、消防における訓練の視察も実

施した。 

 生物テロシナリオに関しては、海外にお

ける演習事例として、手製爆弾とともに毒

素を散布されたと想定される事案を令和４

年度第 1 回 NBC ネットワーク専門家会合で

報告し、内閣官房、厚労省、消防、警察、

自衛隊、病院関係者らと意見交換を行なっ

た。特に、当該シナリオにおける 

・被災者の管理 

・感染者の管理 

・感染管理 

について、討議した。 

 

Ｄ．考察  

海外の演習事例は、CBRN に向き合うため

のフォーマルな連携とその細部の作り込み

が丁寧に行われている印象を受けた。非常

に本気度が高く、過去の演習で明らかにな

ったギャップを埋め、それをテストする、

という位置付けが明確な演習だった。これ

らの、CBRN 対応という多機関連携を要する

事象について、計画から演習、そのフィー

ドバックに至るプロセスは非常に示唆に富

んでおり、国内関係者の動機づけに有用で

あったと考えられる。病原体を専門的に扱

う機関の役割や、保有すべき機能（検査や

検体採取の専門知識がある機関に現場に急

行可能な部隊を設置し、機微情報も扱える）

といった点についても有用な知見であった

と考えられる。日本も要素では決して引け

を取らないが、“カオスが生じる”ような「本

気」の訓練・演習に真摯に取り組む必要が

ある。 

引き続き同グループでの情報共有を継続

し、生物テロ対応に関して、警察・消防と

の情報共有・強固な連携を推進していく意

義がある。今後もアウトリーチを継続し、

消防等との図上演習に参加して関係を構築

しつつ、生物テロ対処に関する合同演習の

企画を検討する必要がある。 

 

Ｅ．結論 

海外の生物テロ演習事例を紹介し、内閣官

房、厚労省、消防、警察、自衛隊、病院関

係者らと意見交換を行なった。具体的なシ

ナリオベースの議論と、他国のオペレーシ

ョン上の課題認識等の共有は、関係機関都

の連携推進に非常に有効であった。 

 

 

Ｇ．研究発表 

1.  論文発表 

 該当なし 

  

2.  学会発表   

齋藤智也. 生物テロを想定した海外の演習

事例について.令和４年度第１回 NBC ネッ

トワーク専門家会合.2023 年 2 月.  



 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

（予定を含む。） 

1. 特許取得： 

2. 実用新案登録 ：なし。 

3.その他 ： 



 

分担研究報告 

 

 

 

 

 

 

「CBRNE テロ対策医療・救護支援ツ
ール（MED-ACT）の改訂に関する研

究」 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

研究分担者 高橋 礼子 
 

 



令和４年度厚生労働科学研究費補助金（健康安全・危機管理対策総合研究事業） 

「CBRNE テロリズム等に係る健康危機管理体制の国際動向の把握及び国内体制強化に向けた研究」 
 

分担研究報告書 
 

「CBRNE テロ対策医療・救護支援ツール（MED-ACT）の改訂に関する研究」 

研究分担者 高橋 礼子  

(愛知医科大学 災害医療研究センター 講師) 

 

研究要旨 

【目的】本研究は、先行研究にて作成した『CBRNE テロ対策医療・救護支援ツール

（MED-ACT）』の改訂を行い、最新の CBRNE テロ対応知見を集約すると共に、一般医療従

事者向けにその知見を継続的に発信していくことを目的とする。 

【方法】CBRNE テロに関する課題点等を踏まえ、MED-ACT の各分野掲載資料のブラッシ

ュアップを行うと共に、MED-ACT 改訂版についてモニター評価等を行い、利便性・有用

性の評価と最適化を図る。初年度は現時点での MED-ACT の課題抽出・分析を行う。 

【結果・考察】現時点での MED-ACT の課題抽出・分析として、銃創・爆傷患者診療指針

（Ver.2）の公開の確認と、参考文献等のリンク切れ・通知文の新規発出に伴うリンク

修正を行った。来年度は、収集した資料の MED-ACT 掲載及び利便性向上に向けた具体的

な改訂内容・方法の検討を進めていく。 

 

【研究協力者】 

小森賢一郎（国立保健医療科学院 健康危

機管理研究部） 

 

Ａ．研究目的  

東日本大震災以降、危機における国の役

割の強化が課題となっている。わが国は、

絶え間のない国際的なテロ活動などの国際

状況を背景に、CBRNE テロの脅威もある。ま

た、新型コロナウイルス感染症等の影響や

健康危機管理への意識の高まりとともに、

CBRNE テロに関する国際動向を適確に把握

し国内施策に反映することが重要な課題で

ある。更に、CBRNE テロで使用される危険物

質についての情報収集/共有・分析・対応検

討が必要である。 

 本研究では、平成 31年度厚生労働行政推

進調査事業費補助金（健康安全・危機管理

対策総合研究事業）2020 年オリンピック・

パラリンピック東京大会等に向けた包括的

なCBRNEテロ対応能力構築のための研究（研

究代表者：小井土雄一）内の「CBRNE テロ発

生時の傷病者対応アウトリーチツール作成

に関する研究（高橋礼子 研究分担者）」で

作成した『CBRNE テロ対策医療・救護支援ツ

ール（MED-ACT）』の改訂を行い、最新の CBRNE

テロ対応知見を集約すると共に、一般医療

従事者向けにその知見を継続的に発信して

いくことを目的とする。 

 

Ｂ．研究方法 

 CBRNE テロに関する国内外の最新の科学

的・政策的知見の情報収集・分析から抽出

された課題・改善点を踏まえ、MED-ACT の各

分野掲載資料のブラッシュアップを行うと

共に、MED-ACT 改訂版についてユーザーによ

るモニター評価等を行い、利便性・有用性

の評価と最適化を図る。具体的な手順とし

ては以下に示す通りである。 



1. 主に初年度に現時点での MED-ACT の課

題抽出・分析を行う 

2. 各分担研究者からの知見提供及び専門

家ネットワーク内での事例検討等を踏

まえ、抽出課題の更なる分析を行うと

同時に、MED-ACT 改訂に向けた具体的な

検討（資料収集・機能追加等）を行う 

3. 3 年目に、各分野掲載資料を更にブラッ

シュアップすると共に、モニター評価

を踏まえてコンテンツの更なる改訂を

検討する 

 

（倫理面への配慮） 

  本研究においては特定の個人、実験動

物などを対象とした研究は行わないため倫

理的問題を生じることは少ないと考えられ

る。 

 

Ｃ．研究結果 

≪現時点での MED-ACT の課題抽出・分析≫ 

 銃創・爆傷患者診療指針（Ver.2）の公

開

http://2020ac.com/documents/ac/04/

2/1/2020AC_JAST_gun02_2021.11.pdf 

→作成元の研究班及び日本外傷学会へ掲載

の了承を得た上で、現在 MED-ACT に掲載し

ている Ver.1 からの改訂が必要である。但

し同ページについては、新規ページの作成

含め、大幅な改修が必要になるため、来年

度実施することとした。 

 参考文献等のリンク切れ（資料 1）：11

か所 

 ＮＢＣテロその他大量殺傷型テロ対処

現地関係機関連携モデルの改訂版の発

出（資料 1） 

→共にリンク先の URL 変更等の軽微な改修

で対応可能であったため、新規リンク先を

確認の上で本年度中に修正を行った。 

 

Ｄ．考察 

 今年度の確認においては、現在掲載中の

資料の改訂は銃創・爆傷患者診療指針

（Ver.2）のみであったが、他の資料におい

ても今後改訂等が行われる可能性はあるた

め、各分担研究者より最新の状況を引き続

き確認すると共に、既存の掲載資料以外に

も一般公開可能なマニュアル・ガイドライ

ン・対応指針等が無いかについても確認を

行う。また近年、医療機関へのサイバーテ

ロについても注目されているため、サイバ

ーテロ対応関連の資料等についても併せて

確認を行う必要があると思われる。 

 なお、MED-ACT のサイト作成を委託してい

た業者より、本事業からの撤退希望があっ

たが、同社の元責任者（MED-ACT の初期バー

ジョン作成者）である小森氏が、現在国立

保健科学院健康危機管理研究部に在籍して

おり、同部署が管理する H-CRISIS（健康危

機管理支援ライブラリー）内にて MED-ACT

を公開している事から、研究協力者として

引き続きサイト作成及びH-CRISIS内への掲

載調整等を行って頂く事となった。これに

伴い、先行研究での課題として残っていた、

検索機能の強化・各資料フローチャートか

らのページ移動等の利便性向上についても、

改めて来年度検討を行う事とした。 

 

Ｅ．結論 

 今年度の研究では、現時点での MED-ACT

の課題抽出・分析として、銃創・爆傷患者

診療指針（Ver.2）の公開の確認と、参考文

献等のリンク切れ・通知文の新規発出に伴

うリンク修正を行った。来年度は、収集し

た資料の MED-ACT 掲載及び利便性向上に向

けた具体的な改訂内容・方法の検討を進め

ていく。 



 

Ｆ．健康危険情報 

 なし 

 

Ｇ．研究発表 

1.  論文発表 

 なし 

  

2.  学会発表   

 なし 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

（予定を含む。） 

1. 特許取得：なし 

2. 実用新案登録 ：なし 

3.その他 ：なし 



資料1：MED-ACT要修正箇所一覧

No ページ名 資料名 問題点 旧URL 新URL

1 リンク

ＮＢＣテロその他大量殺傷型テロ対処現地関係機関連携モデル

（平成13年11月22日（平成28年１月29日改訂））：ＮＢＣテ

ロ対策会議幹事会

⇒ＮＢＣテロその他大量殺傷型テロ対処現地関係機関連携モデ

ル（平成13年11月22日（令和３年３月５日改訂２版））：Ｎ

ＢＣテロ対策会議幹事会

資料古い
https://www.mhlw.go.jp/topics/2017/01/dl/tp

0117-z02-01s.pdf

https://www.mhlw.go.jp/kinkyu/dl/20210419-

01.pdf

2 リンク

化学テロ等発生時の多数傷病者対応（病院前）活動に関する提

言　～被害者の救命率の向上と対応者の安全確保の両立を目指

して～：

平成30年度厚生労働行政推進調査事業費補助金（健康安全・危

機管理対策総合研究事業）「2020年オリンピック・パラリン

ピック東京大会等に向けた科学テロ等重大事案への準備・対応

に関する研究」

分担研究：「化学テロ等発生時の多数傷病者対応（病院前）に

関する研究」（分担研究者　阿南英明）

リンク切れ

https://mhlw-

grants.niph.go.jp/niph/search/NIDD02.do?res

rchNum=201826023A

https://mhlw-

grants.niph.go.jp/system/files/2018/183061/2

01826023A_upload/201826023A0007.pdf

3 リンク

3次救急・災害医療体制が整備された救急医療機関における化

学テロ対応標準初動マニュアル（改訂版）：

平成30年度厚生労働行政推進調査事業費補助金（健康安全・危

機管理対策総合研究事業）「2020年オリンピック・パラリン

ピック東京大会等に向けた科学テロ等重大事案への準備・対応

に関する研究」

分担研究：「化学テロ発生時の多数患者対応（病院内）に関わ

る研究」（分担研究者　本間正人）

リンク切れ

https://mhlw-

grants.niph.go.jp/niph/search/NIDD02.do?res

rchNum=201826023A

https://mhlw-

grants.niph.go.jp/system/files/2018/183061/2

01826023A_upload/201826023A0010.pdf

4 リンク

一般医療機関における化学テロ対応標準初動マニュアル（初

版）：

平成31年度厚生労働行政推進調査事業費補助金（厚生労働科学

特別研究事業）「2020年オリンピック・パラリンピック東京大

会等に向けた包括的なCBRNEテロ対応能力構築のための研

究」

分担研究：「化学テロ等発生時の多数傷病者対応（病院）に関

する研究」（分担研究者　本間正人）

リンク切れ

https://mhlw-

grants.niph.go.jp/niph/search/NIDD02.do?res

rchNum=201906007A

https://mhlw-

grants.niph.go.jp/system/files/2019/191031/2

01906007A_upload/201906007A0020.pdf

5 リンク

化学剤データベース

平成30年度厚生労働行政推進調査事業費補助金（健康安

全・危機管理対策総合研究事業）「2020年オリンピッ

ク・パラリンピック東京大会等に向けた科学テロ等重大

事案への準備・対応に関する研究」

分担研究：「化学災害・化学テロ対応に関する資料の収

集と新たなテロ対策の構築について」（分担研究者　吉

岡　敏治）

リンク切れ

https://mhlw-

grants.niph.go.jp/niph/search/NIDD02.do?res

rchNum=201826023A

https://mhlw-

grants.niph.go.jp/system/files/2018/183061/2

01826023A_upload/201826023A0020.pdf

6 リンク

CHEMM-IST使用マニュアル：

平成30年度厚生労働行政推進調査事業費補助金（健康安

全・危機管理対策総合研究事業）「2020年オリンピッ

ク・パラリンピック東京大会等に向けた科学テロ等重大

事案への準備・対応に関する研究」

分担研究：「化学テロ発生時の多数患者対応（病院内）

に関わる研究」内、「化学ハザード緊急医療管理ツール

(CHEMM: Chemical Hazards Emergency Medical

Management)に関する研究」（研究協力者　高橋　礼

子）

リンク切れ

https://mhlw-

grants.niph.go.jp/niph/search/NIDD02.do?res

rchNum=201826023A

https://mhlw-

grants.niph.go.jp/system/files/2018/183061/2

01826023A_upload/201826023A0012.pdf

7 リンク

原子力災害・放射線テロ災害医療対応マニュアル：

平成31年度厚生労働行政推進調査事業費補助金（厚生労

働科学特別研究事業）「2020年オリンピック・パラリン

ピック東京大会等に向けた包括的なCBRNEテロ対応能

力構築のための研究」

分担研究：「CBRNEテロ発生時の傷病者対応アウト

リーチツール作成（放射線・核物質テロ対応）に関する

研究」（分担研究者　富永　隆子）

リンク切れ

https://mhlw-

grants.niph.go.jp/niph/search/NIDD02.do?res

rchNum=201906007A

https://mhlw-

grants.niph.go.jp/system/files/2019/191031/2

01906007A_upload/201906007A0007.pdf

8 リンク
CHEMM（Chemical Hazards Emergency Medical

Management）
リンク切れ https://chemm.nlm.nih.gov/ https://chemm.hhs.gov/

9 リンク REMM（Radiation Emergency Medical Management） リンク切れ https://www.remm.nlm.gov/ https://remm.hhs.gov/

10
一般医療機関における化学テロ対

応標準初動マニュアル（初版）

（参考文献）

10.NIH CHEMM Toxidrome cards
リンク切れ

https://chemm.nlm.nih.gov/toxidrome_cards.

htm (Accessed on September 9th, 2018)

※旧URLはリンク切れのため、現在は下記より

アクセス可能

https://chemm.hhs.gov/toxidrome_cards.htm

11
一般医療機関における化学テロ対

応標準初動マニュアル（初版）

（参考文献）

13.Chemical Hazards Emergency Medical

Management.Information for the Hospital Providers

リンク切れ
https://chemm.nlm.nih.gov/hospitalproviders.

htm　 March, 1st, 2020　Accessed

※旧URLはリンク切れのため、現在は下記より

アクセス可能

https://chemm.hhs.gov/hospitalproviders.htm

12 化学テロにおける病院前活動

（参考文献）

10)U.S. Department of Health & Human Services.

CHEMM Intelligent Syndromes Tool(CHEMM-IST

2.0)? Beta

リンク切れ

(Available from:

https://chemm.nlm.nih.gov/chemmist.htm

Accessed on: April 27, 2019).

※旧URLはリンク切れのため、現在は下記より

アクセス可能

https://chemm.hhs.gov/chemmist.htm
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   次の職員の令和４年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名 健康安全・危機管理対策総合研究事業                              

２．研究課題   CBRNE テロリズム等に係る健康危機管理体制の国際動向の把握及び国内体制強化に向けた研究    

３．研究者名  （所属部署・職名）   救命救急センター・診療部長                    

    （氏名・フリガナ）   大西 光雄・オオニシ ミツオ                 

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ

クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

 






